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第１章 本県の子どもと家庭を取り巻く環境  

１ 少子化や結婚・出産・子育てをめぐる現状  

（１） 少子化の動向  

① 出生数と合計特殊出生率の推移 

本県の出生数は、戦後の第１次ベビーブームとなった昭和２４年の  

約７万３千人をピークに一旦は激減し、第２次ベビーブームの昭和４８

年、４９年頃に３万２千人台まで回復したが、その後は減り続け、平成

１４年には２万人を割り込み、平成２４年には東日本大震災の影響によ

り１万４千人を下回るまでに減少した。直近の統計では、令和４年の出

生数（概数）は前年から 940 人減少しており、減少傾向に歯止めが掛か

らない状況となっている。 

また、本県の合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に生む平均子ど

も数に相当）は、人口置換水準（長期的に人口が安定的に維持される合

計特殊出生率の水準）が 2.07 とされている中で、昭和の終わり頃には

2.0 に近い数字であったものが年々減少しており、震災後の平成２４年

には一時的に全国と同数値の 1.41 まで減少した。平成２５年には震災

前の水準を回復し、以降は全国よりも高い水準を維持していたが、平成

２９年以降は全国を上回る早さで減少し、令和４年（概数）は全国とほ

ぼ同数値の 1.27 となった。 

 

また、令和５年４月１日現在における本県のこどもの数（15 歳未満

人口）は 192,622 人で、前年より 5,899 人減少（減少率 3.0％）となっ

た。年齢階級別にみると次のとおり。 
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○５歳以下（未就学の乳幼児）  ：66,066 人（3,578 人減少 減少率 5.1％） 

○６～11 歳（小学生の年代）  ：82,485 人（1,449 人減少 減少率 1.7％） 

○12～14 歳以下（中学生の年代）：44,071 人（872 人減少 減少率 1.9％） 

 

こどもの数の減少に伴い、本県の総人口に占める年少人口の割合は年

々低下しており、令和４年１０月１日現在で 11.1％。一方で老年人口

の割合は年々増加し、32.9％となっている。 
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こども未来局が令和元年度に実施した「少子化・子育てに関する県民

意識調査」（以下「県民意識調査」という。）によると、県民の理想と

する子どもの人数は平均 2.54 人であるのに対し、実際に予定する人数

は平均 2.23 人となっており、県民が希望する子どもの数を持てないこ

とが、少子化の要因のひとつとなっている。 

理想的な人数の子どもを持てない理由としては「子育てや教育にお金

がかかりすぎるから」と「子育ての精神的・肉体的負担が大きいから」

の２項目が高くなっており、これら出産・子育ての壁を取り除く支援が

必要となっている。 
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理想的な人数の子どもを持てない理由 

n = (913)

ａ．健康上の理由から

ｂ．欲しいけれどもできない

ｇ．子どもがのびのび育つ社会環境ではない
から

ｈ．保育所等の公的サービスが使いにくいか
ら

ｉ．配偶者の家事・育児への協力が得られな
いから

ｊ．自分（配偶者）の仕事（勤めや家業）に差し
つかえるから

ｃ．子育てや教育にお金がかかりすぎるから

ｄ．末の子が自分（配偶者）の定年までに成人
してほしいから

ｅ．子育ての精神的・肉体的負担が大きいか
ら

ｆ．家が狭いから

ｋ．自分（配偶者）の趣味やレジャーと両立し
ないから

ｌ．親や知人等から子育ての支援が得られに
くいから
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（２） 婚姻の状況  

① 未婚率の推移 

本県の未婚率は、20 歳代が男女共に全国平均よりは低いが、全体的

には上昇傾向にあり、特に近年における上昇が顕著である。 

 

本県の未婚率（令和２年国勢調査） 

※Ｒ２年及びＨ27 年は配偶関係不詳補完結果に基づく。 

② 平均初婚年齢の推移 

本県の平均初婚年齢は、令和４年（概数）で男性は 30.7 歳（全国 31.1 歳）、

女性は 29.1 歳（全国 29.7 歳）で、男性は全国 23 位、女性は全国９位となっ

ており、依然として高めに推移している。 
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福島県 89.5 94.1 50.3 73.4 18.9 52.1 7.6 39.4
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福島県 73.6 89.7 22.6 58.3 7.5 34.1 4.5 23.6
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※上位のみ抜粋 

（３） 結婚をめぐる意識  
 

① 結婚に対する考え 

「県民意識調査」によると、未婚者の（独身者の）結婚に対する考え

は、「いずれは結婚したい」が 24.6％と最も多く、以下、「すぐにでも

結婚したい」（17.3％）、「結婚したいと思う（思っていた）が結婚し

ないと思う」（16.2％）、「２～３年以内に結婚したい」（14.6％）と

なっており、『結婚したい』人は 72.7％となっている。一方、「結婚す

るつもりはない」は 13.1％となっており、「わからない」は 9.6％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

② 現在独身でいる理由 

県民意識調査によると、現在独身でいる理由については、「異性と出

会う機会そのものがないから」が 29.6％と最も多く、以下、「理想の相

手にまだめぐり合えないから」（23.5％）、「独身の自由さや気楽さを

失いたくないから」（20.8％）、「結婚資金が足りないから」（20.8％）

「結婚する必要性をまだ感じないから」（18.8％）などとなっている。 

n=(260)  

異性と出会う機会そのものがないから

理想の相手にまだめぐり合えないから

独身の自由さや気楽さを失いたくないから

結婚資金が足りないから

結婚する必要性をまだ感じないから

今は、趣味や娯楽を楽しみたいから

相手に自分の生活を合わせないといけないか

ら

仕事と家事・育児を両立させる自信がないから

今は、仕事に（または学業に）打ちこみたいか

ら

異性とうまくつき合えないから

お金が自分の自由にならないと思うから

家計のやりくりが大変だから

結婚生活のための住居のめどがたたないから

結婚するにはまだ若すぎるから

自分、結婚相手の父母等の介護が困難だから

家事・育児が大変だから

その他

無回答
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結婚に対する考え 

県こども・青少年政策課「少子化・子育てに関する県民意識調査」（令和元年） 
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このことから、本県においては約７割の県民が結婚を望んでいるもの

の、結婚相手と出会う機会が少ないことや経済的な不安から結婚できて

いないことがわかる。 

 （４） 子育て家庭を取り巻く状況  

   ① 子育てと仕事の両立 

女性の労働力率（15 歳以上人口に占める就業者数及び完全失業者数

の割合）を年齢別に見ると、30 歳代の労働力率が低い「Ｍ字型」の傾向

にあり、年々谷は上昇しているものの、現在も結婚・出産を機にいった

ん仕事を離れ、子育てが一段落した後に再就職するという動きが見て取

れる。 
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② 育児休業の取得状況 

県内の３０人以上の企業における育児休業取得率は、令和４年におい

ては女性が 97.1％（平均所得日数 297.7 日）、男性が 20.4％（平均所

得日数 27.2 日）となっている。 

③ 待機児童の状況 

少子化の進行により、未就学児全体数は年々減少しているものの、女

性の就労等により保育申込者数は年々増加している。 

保育の需要増に対し、保育所や認定こども園の整備等により定員数を

増やしており、申込者数に対する待機児童の割合は令和元年度で 0.8％

あったが、令和４年度は 0.1％となっており、待機児童の完全な解消に

は至らないものの徐々に減少している。 
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（５） 支援を必要とする子どもや家庭の状況  

① 児童虐待対応状況 

県内の児童虐待に関する相談状況は、近年高止まりの状況にあり、相

談体制の強化が求められている。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

その理由としては、児童虐待についての社会的認知度が向上したこと

により、市町村、学校、近隣住民、家族等からの児童虐待についての相

談・通告が増加したこと、平成２８年頃から児童の同居する家庭におい

てドメスティック・バイオレンス（DV）を行うことによる児童への心理

的虐待について警察等による通告・相談が増加したことが挙げられる。 

 

② 社会的養育の状況 

家庭での養育が困難で、代替養育を受けている子どもの数は逓減傾向

にある。 

家庭に近い環境で養育するため、里親やファミリーホームへの委託を

推進しており、本県における里親等委託率（児童養護施設、乳児院、里

親、ファミリーホーム入所児童の内、里親及びファミリーホーム入所児

童の割合）は年々増加しており、令和４年度末時点で 31.6％となって

いる。 

 

 

 
 

児童家庭課調べ 児童家庭課調べ 
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③ ひとり親世帯の状況 

県内の母子家庭の世帯数は平成２２年をピークに減少傾向、父子家

庭の世帯数は平成２４年をピークに減少傾向にある。 
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（６） まとめ 

本県の令和４年合計特殊出生率（概数）は、前年の 1.36 から 0.09 減少

して 1.27 となった。全国は前年の 1.30 から 0.04 減少して 1.26 となって

おり、全国とほぼ同水準となっている。一方、出生数は直近の統計で 9,709

人（令和４年概数）と前年から 940 人減少して１万人を割り込んでおり、

依然、少子化に歯止めがかからない状況にある。 

 

少子化は、人々の結婚から妊娠・出産、子育ての希望がかなえられていな

いことの帰結である。結婚については、令和元年度にこども未来局が実施

した「少子化・子育てに関する県民意識調査」において、県民の結婚に対す

る考えを調査した結果、未婚者の７割が結婚の希望を持っている一方で、

独身でいる理由には、「異性と出会う機会そのものがないから」や「理想の

相手にまだめぐり合えないから」、「結婚資金が足りないから」などの回答

が多く、結婚したくても、出会いの機会の減少や経済的な不安により、そ

の希望がかなえられていないことがわかった。 

 

妊娠・出産、子育てについては、結婚後の夫婦が理想的な人数の子どもを

持てない理由としては「子育てや教育にお金がかかり過ぎるから」と「子

育ての精神的・肉体的負担が大きいから」が大きく、子育てにかかるお金

や子育てそのものへの負担が原因で、今よりも子どもが欲しいのに持てな

いという結果が出ている。 

 

以上のように、県民の多くが結婚を望んでおり、また今よりも子どもが

欲しいと思っているにも関わらず、その希望が実現できていないのは、出

会いの機会の不足、経済的な不安、子育てに係る精神的・肉体的負担が大

きな原因である。 

 

これらの現状と課題に対応するため、結婚を希望する方が結婚できる環

境づくり、医療費・保育料・教育費等の経済的負担の軽減、就労支援、地

域ぐるみの子育て支援活動の推進、男女がともに子育てに関わっていける

社会づくり等、結婚から妊娠・出産、子育てまで切れ目なく支える取組を

一層推進する。 

また、家庭環境や障がいの有無等にかかわらず、あらゆる子どもが健や

かに育つことができるよう、子どもの貧困や児童虐待等といった社会問題

に対応し、またひとり親家庭や貧困家庭の子どもの未来が妨げられないよ

うに支援する。 

 

このような施策をとおして、子育てや子育ちに夢と希望を持てる社会を

目指し、安心して子どもを生み育てることができる環境の整備を進めてい

く必要がある。 
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２ これまでの子育て支援に関する取組と現行計画  

（１） これまでの子育て支援に関する取組と計画  

「子どもは、いつの時代においても、『社会の宝』であり、『未来への

希望』です。将来の福島県を担う子どもが、家庭や地域の愛に包まれなが

ら、心身ともに健やかに育つことは、県民すべての願いです。」 

これは、平成２２年１２月議会定例会において、県民誰もが「子育てし

やすい福島県」を実感できる社会を築いていくという趣旨で、全会一致で

制定された「子育てしやすい福島県づくり条例」の前文の一部である。 

県では、この条例の制定を踏まえ、平成２３年度から子育て支援担当理

事を設置するとともに、施策を部局横断的に推進することとした。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により、放射性物

質による健康への不安など、福島県の子どもを取り巻く環境が大きく変化

し、同年８月には、知事を本部長とした「福島県子育て支援推進本部」を

新たに設置し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに県

を挙げて積極的に取り組むこととした。平成２４年度に、震災を踏まえた

県総合計画の全面的な見直しに伴い、平成２５年３月、平成２２年３月に

策定した「うつくしま子ども夢プラン（後期行動計画）」の一部を改訂し

た。 

さらに、「子育てしやすい福島県づくり条例」についても、東日本大震

災により生じた課題を踏まえ、平成２５年９月議会定例会を経て一部改正

された。 

平成２７年４月には、少子化の進行や東日本大震災による影響など子育

て環境の変化を踏まえ、本県の未来を担う子どもや青少年の育成を総合的

かつ一体的に推進するため、組織再編により保健福祉部内にこども未来局

を設置した。 

「ふくしま新生子ども夢プラン」（平成２７年度～令和元年度）は、平

成２６年４月の次世代育成支援対策推進法の１０年間延長等を踏まえて、

平成２７年３月に策定したものであり、「子どもと家庭にやさしい社会づ

くり」を目標に掲げ、取組を推進してきた。 

また、平成２８年３月には、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」

の施行を受け、同プランの一部改訂を行った。 

令和２年２月議会定例会において、「福島県子どもを虐待から守る条例」

を制定し、その前文に「将来を担う子どもたちは、かけがえのない存在で

あり、全ての子どもが、幸せな日々を送り、成長していく権利を有してお

り、それを守り育てていくことが社会全体の責務である。」ことを掲げる

など、社会全体で虐待の防止に取り組んでいくこととした。 

令和２年３月には、子育て等に関する施策を再構築するとともに、これ

まで個別計画として策定していた「福島県ひとり親家庭等自立支援計画」
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の次期計画を本計画に統合した上で、「ふくしま新生子ども夢プラン」（令

和２年度～令和６年度）を新たに策定した。 

令和４年３月に、本県の総合計画である「福島県総合計画（令和４年度

～令和１２年度）」及び保健福祉部の部門別計画である「福島県保健医療

福祉復興ビジョン（令和４年度～令和１２年度）の策定による見直し、及

び同プランと「ふくしま青少年育成プラン」との統合に伴って内容を一部

改訂し、現在、その取組を推進している。 
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（２） 条例に基づく基本計画の概要  

「子育てしやすい福島県づくり条例」第９条において、子育て支援に係

る基本的施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計画を定めるこ

ととされており、「ふくしま新生子ども夢プラン」（令和２年度～令和６

年度）を基本計画として策定した。 

本計画の基本理念・目標等は下記のとおり体系化されている。 
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３ ふくしま新生子ども夢プラン令和４年度総括  

「ふくしま新生子ども夢プラン（令和２年度～令和６年度）」に基づき、本

県において安心して子どもを生み育てることができ、子どもたちが健やかに育

つことのできる環境を整備するため各施策に取り組んだ。主な指標の実績及び

今後の課題等については次のとおりである。 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 出会い・結婚・妊娠・出産の希望の実現 

◆令和４年度指標実績概況 

合計特殊出生率 R3 1.30 1.36

R4 1.26 1.27

男【R2】 28.25 ％ 28.33 ％

女【R2】 17.81 ％ 15.25 ％

夫【R4】 31.1 歳 30.7 歳

妻【R4】 29.7 歳 29.1 歳

有配偶出生率 【R2】 73.0 ‰ 72.1 ‰

50歳時未婚割合

平均初婚年齢

合計特殊出生率

福島県全国〈少子化関連指標〉

★家庭を築き子どもを生み育てる環境づくり 

婚姻数 

★切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健・医療対策 

 

出生数 

産後うつ傾向の割合 

産科・婦人科医師数 

小児科医師数 

H30 R3 R4

1.53 1.36 1.27

H30 R3 R4

件 件 件7,685 6,342 6,088

○合計特殊出生率については、これまで全国平均を上回って推移してきたが、△0.09 と

大きく減少し、1.27 とほぼ全国平均並となった。（東日本大震災の影響を強く受けた H23

から H24 の同出生率の減少幅が△0.07 であることを踏まえれば、大変厳しい状況であ

る。）。 

○婚姻件数については、全国では３年振りに増加に転じているが、本県においては、前

年と比べ 258組減少した 6,088組となり、過去最少を更新した。 

○出生数は、9,709 人と初めて１万人を割り込み過去最少となった。20 年前と比較すると

全国においては 33％減少（H14：1,153,855⇒R４：770,747）であるが、本県は 50％減（H14

：19,466⇒R４：9,709）であり、全国よりも急速に少子化が進行している。 

○合計特殊出生率、婚姻数、出生数については総合（マクロ）指標であり、本基本方針・

基本的施策だけでなく、夢プランの総体として捉えるべきものである。なお、以降に示す

とおり、各基本方針・基本的施策における指標は、若干の減少はあるものの概ね満足で

きる水準にあるものや良好なものが多いが、総合指標の改善には至っていない状況に

ある。 

◆結果の分析と主な課題・対策 
 

※網掛け＝総合計画の

基本指標（以降同じ）。 

※指標の現況を３段階で表示。 

     ＞   ＞     

モニタリング指標＝ 

H30 R２

人 人39.4 42.9 ※人口10万対

H30 R２

人 人102.3 103.9 ※人口10万対

H30 R3 R4

人 人 人12,495 10,649 9,709

H30 R2 R3

％ ％ ％11.5 10.6 8.8
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Ⅱ 子育て支援 

 

 
◆令和４年度指標実績概況 

保育所入所希望者に 

対する待機児童数の割合 

延長保育実施施設数 

病児保育実施施設数 

放課後児童クラブの申込

児童に対する待機児童数

の割合 

○保育所等の整備による定員の増加で待機児童数（割合）は減少しており、また延長保

育施設及び病児保育施設を設置する市町村に対して支援したことにより、延長保育・病

児保育を実施する施設は増加している。しかし、施設の増加、及び低年齢児や支援が必

要な児童の増加により保育士が不足しており、保育人材の確保が課題となっている。 

○「放課後児童クラブ」については、クラブの増設を支援したことにより待機児童数は減

少したが、放課後児童支援員の不足や実施場所の確保が課題となっている。 

 
◆結果の分析と主な課題・対策 
 

Ⅲ 子どもの健やかな成長と自立 

 

○各学校、各学級における結果分析の基、授業改善が進められているが、その取組が

児童生徒の学びの質の向上に十分につながっていないことが課題である。県が公表して

いる「ふくしま学力調査分析報告書」や「学力の伸びを引き出した学校の取組事例集」等

の公表資料、オンライン説明会等を通して、継続して働きかけていく方針である。 

○「ひきこもり相談支援センター」への相談者の実人数は 271名であり、年齢別に見ると

10代から 30代までが 210名を占める。引き続き、関係機関と連携を図りながら一時窓

口であるセンターの周知に努めるとともに相談の内容に応じて適切な支援機関につない

でいく。 

 

 
◆結果の分析と主な課題・対策 
 

H30 R3 R4

ヶ所 ヶ所 ヶ所343 397 404

不登校の児童生徒数 

※1,000人当たりの出現率 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査

における新体力テストの全国平均との

比較割合（全国＝100） 
R1 R4

小５男

小５女

中２男

中２女 100.1 99.9

98.9 99.6

101.1 101.6

99.3 100.4

★教育の充実 

 
ふくしま学力調査の結果の経年比較に

より、学力が伸びた児童生徒の割合 

R3 R4

小・国 ％ ％

小・算 ％ ％

中・国 ％ ％

中・算 ％ ％

83.5 77.3

73.5

76.3

70.8

75.9

66.8

65.5

学
力 

体
力 

★子どもの尊重と生きる力の応援 

ひきこもり相談支援センター

での相談件数 

R1 R3 R4

％ ％ ％0.8 0.2 0.1

保育士等が配置基準に 

満たない施設における 

不足する保育士等の数 
 H30 R3 R4

人 人 人8230 42

R1 R3 R4

％ ％ ％2.2 1.6 1.7

H30 R3 R4

ヶ所 ヶ所 ヶ所28 32 36

R２ R4

件 件1,152 852

H30 R２ R3

人 人 人22.015.1 17.8
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Ⅳ 援助を必要とする子どもや家庭への支援

 

 
◆令和４年度指標実績概況 

○児童虐待についての社会的認知度の向上等により、児童虐待相談対応件数は高止

まりの状況にあるが、警察や市町村等と連携しながら、引き続き適切に対応していく。 

○家庭養育優先原則を実現するため、「里親等委託率」の向上を測る取り組みを進めて

おり、引き続き、児童相談所等関係機関と連携しながら、新規里親の開拓と里親等への

委託を推進していく。 

○「子どもの居場所」については、県による開設費用の補助や民間団体による助成、民

間ネットワークによるノウハウの提供等が設置数の増加に繋がったと考えられる。 

○「男性の育児休業の取得率」は年々増加しており、男性の家事・育児への参画や仕事

と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）は着実に進行しているが、一方で「福島県で子

育てを行いたいと回答した県民の割合」は令和２年以降、微減傾向にある。本指標につ

いては、コロナ禍において社会全体における自粛ムードが長期化し、結婚・出産・子育て

に対する県民の意欲の低下につながったとみられるが、共働き世帯が多数派となった現

在においては、子育てしながら働き続けられる環境の有無が当該指標に大きく影響する

と考えられることから、仕事と家庭が両立できる環境の整備をより一層推進していく必要

がある。 

 

 
◆結果の分析と主な課題・対策 
 

 
◆結果の分析と主な課題・対策 
 

児童虐待相談対応件数 

★児童虐待防止 

 

 里親等委託率 

障害児通所支援事業所

の利用児童数 
子どもの居場所の設置数

（子ども食堂など） 

★障がい等のある子どもへの支援 

 

 

★子どもの未来が貧困に妨げられないための支援 

 

Ⅴ 子育てを支える社会環境づくり 

ファミたんカード協賛 

店舗数 

★地域ぐるみでの子育て支援の推進 

 

 

 
◆令和４年度指標実績概況 

★子育てと社会参加の両立のための環境づくり 

推進 

 

福島県次世代育成支援企業 

認証数 

H30 R2 R3

件 件 件1,9851,549 1,871

福島県で子育てを行いた

いと回答した県民の割合 
男性の育児休業の取得率 

H30 R3 R4

％ ％ ％24.6 31.4 31.6

R2 R3 R4

ヶ所 ヶ所 ヶ所66 88 129

H30 R3 R4

民間 ％ ％ ％

※事業所30人以上

R1 R3 R4

県職員 ％ ％ ％

※知事部局

8.7 13.5 20.4

17.8 59.1 62.9

H30 R3 R4

社 社 社595 875 947
H30 R3 R4

店舗 店舗 店舗4,040 3,643 3,837

R1 R3 R4

％ ％ ％61.8 65.7 61.4

H30 R3 R4

人 人 人4,168 5,799 6,394
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第２章 子育て支援に関する施策の実施状況           

 

「ふくしま新生子ども夢プラン」（令和２年度～令和６年度）における６つ

の基本方針に係る基本的施策及び行動計画に則り、令和４年度に実施した主要

な事業の実施状況は次のとおりである。 

 

〈基本方針Ⅰ〉出会い・結婚・妊娠・出産の希望の実現  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針の概要】 

○家庭の役割や子育ての意義等について、様々な機会を捉えて啓発を行う

とともに、若者の安定的な就労や独身男女の出会いの機会の創出に向けた

取組等を推進し、結婚を希望する方が結婚できるような環境づくりを進め

ます。 

○周産期医療・小児医療体制の整備や、妊娠から出産・子育てにかけての様

々な母子保健対策を推進するとともに、医療機関や学校等関係機関の連携

強化を図り、切れ目ないサポート体制を推進します。 

○妊娠・出産の仕組み等に関する正しい知識について、若い世代を中心に

周知啓発を行います。 

Ⅰ

② 若者の就業に対する支援

③ 独身男女の交流等への支援

② 不妊や不育症に悩む夫婦に対する支援

③ 妊娠期からの継続的な支援体制の強化

〔基本方針〕

安心して妊娠・出産・子育てできる
保健・医療体制の整備

①

④
妊娠・出産・子育てに係る正しい知識
の普及啓発

〔基本的施策〕 〔行動計画〕

①
家庭・子育てに関する教育・啓発の
推進

出
会
い
・
結
婚
・
妊
娠
・

出
産
の
希
望
の
実
現

家庭を築き子どもを
生み育てる環境づくり

1

2
切れ目のない妊産婦・
乳幼児への保健・医療
対策
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 １ 家庭を築き子どもを生み育てる環境づくり  

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

ふるさと福島若者人材確保事業
（ガイダンス等開催事業）

Ｒ４
実績

10,182千円

事業概要 　県内企業を対象とした合同企業説明会の開催により若者の県内就職を促進する。

事業実績

　県内外の学生等に県内企業の魅力情報を発信し、県内企業への就職促進を図るた
め、「ふくしま就職ガイダンス」を開催した。
・3/2-5 オンライン　企業57社、参加者のべ797名）
・3/6 福島会場（企業202社、参加者117名)
・3/9 東京会場（企業60社、参加者22名）

◆課題と行動計画〈その２〉

○派遣や非正規雇用など不安定な就労の若者が一定数おり、若者の経済力低下につ
ながる可能性がある。

○新卒者の就職を支援するとともに、不安定就労や無職の若者が安定的な就職がで
きるよう支援する。
○若者が経済的に自立し、働くことなどを通して自らを高め、社会に参加できるよ
う、一人ひとりの能力の育成を図るとともに、多様な就業機会の提供を図る。

②若者の就業に対する支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅰ－１－② 事業名

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

1,073千円

事業概要

　本県の家庭教育推進上の大きな課題である｢親の学び｣を支援するために、連合Ｐ
ＴＡや企業等と連携し、家庭教育について親自身が学ぶ機会が充実するよう支援す
る。また、各地域で地域で子育てをする親を支援する家庭教育支援者の養成・育成
をする研修会を行う。さらに、行政機関や福祉機関と連携しながら、子育てや家庭
教育を応援する「家庭教育支援チーム」の設置を促進する。

事業実績

１　家庭教育応援プロジェクト
  (1) 福島県地域家庭教育推進協議会（年２回）６月、３月
  (2) 地域家庭教育推進（各地区）ブロック会議（７地区２回) ６月～７月、１月～３月
  (3) 親子の学び応援講座（12団体、1,451名参加）
  (4) 家庭教育応援企業推進活動（55企業 累計1,073企業）
　　※各企業に実践事例集配付
  (5) 家庭教育応援企業学習会（県内３カ所：県北・相双・いわきで実施）
２　家庭教育応援リーダー育成事業
  (1) 家庭教育支援者全県研修（オンデマンド研修、参加者69名）
  (2) 家庭教育支援者地区別研修（７地区242名参加）

施策
行動計画

Ⅰ－１－①
Ⅲ－２－④

事業名 地域でつながる家庭教育応援事業
Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その１〉

○男女が協力して家庭を築くこと及びこどもを産み育てることの意義について、次
代の親となる若い世代に教育・啓発する必要がある。

○家庭の役割や子育ての意義等について、発達段階に応じて教育するとともに、
様々な機会を捉えて啓発する。

①家庭・子育てに関する教育・啓発の推進

◆主な関連事業
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

　県民が安心して家庭を持ち、子どもを生み、育てやすい社会を実現し、次世代を
担う子どもたちが夢と希望と福島に対する誇りを持って健やかに成長していく環境
をつくるため、ふくしま結婚・子育て応援センターを運営し、ネットワークを構築
するとともに、結婚・妊娠・出産・子育てのライフステージに応じた各種事業を実
施する。

事業概要

事業実績

・世話やき人登録　104人（R5.3.31現在）
・ふくしま結婚マッチングシステム「はぴ福なび」登録者数　1,640人(R5.3.31現
在)
・ふくしま結婚サポーター企業登録数　449社（R5.3.31現在）
・育パパセミナー　６回開催　参加者53家族121人
・市町村企画事業40市町村  交付決定（うち34市町村へ交付　補助額46,262千円）

Ｒ４
実績

97,324千円事業名 結婚・子育て応援事業
Ⅰ－１－①
Ⅰ－１－③
Ⅱ－２－②

◆課題と行動計画〈その３〉

◆主な関連事業

○独身の男女が出会う機会が減少。「異性と出会う機会そのものがない」や「理想
の相手にまだめぐり合えない」が独身でいる理由の上位となっている。

○独身男女の出会いの機会の創出や若者の結婚支援などの取組を推進。

③独身男女の交流等への支援

84,500千円

事業概要

　県内及び東京に拠点を設け、就職相談から就職後の職場定着までをワンストップ
で支援するとともに、高校生及び大学生、並びにその保護者を対象とした、県内企
業情報の発信やセミナー等により、若年者等の本県への還流につなげ、県内産業の
人材確保・定着を図る。

事業実績

１　ふるさと福島就職情報センター
　・東京都と福島市に就職相談窓口を設置し、県内企業の紹介や就職相談などを実
　施した（県内企業就職287人）。
２　若者向け就職情報発信事業
　・15社の県内企業情報を発信した。
３　ふくしまの大学生等県内定着促進事業
　・アカデミア・コンソーシアムふくしまに委託した「ふくしまの大学生等・県内
　定着促進事業」において、県内若手社会人（キャリアサポーター）と県内学生の
　交流イベント等を実施した。
４　新規高卒者の県内就職促進事業
　・若手社員を高校等へ派遣し、講話や意見交換等を実施した（114回）。
　・高校生の保護者を対象に、県内企業や、子供が地元に残って働くことの魅力等
　に関するセミナーを開催した（３回、のべ90人参加）。
　・高校生とその保護者を対象に、企業の特長や業務風景等を映像で発信するオン
　ライン企業説明会を開催した（６回、のべ828人参加）。

施策
行動計画

Ⅰ－１－② 事業名

・ふくしまで働こう！就職応援事業
（ふるさと福島就職情報センター運営
事業）
・ふるさと福島若者人材確保事業
（ふくしまの大学生等県内定着促進事
業　外）

Ｒ４
実績
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２ 切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健・医療対策  

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要

　不妊治療に対する需要の増加に対応するため、福島県立医科大学における不妊治
療体制の充実や関係機関のネットワークを構築するとともに、不妊や不育で悩む
方々の相談に対応できる体制を強化し、妊娠・出産の希望をかなえる支援体制づく
りを推進する。

事業実績

　福島県立医科大学が設置する「生殖医療センター」内に「不妊専門相談セン
ター」を設置し、専門医が不妊や不育症で悩む夫婦等の相談に対応した。
・相談件数：20件
・情報交換会（１回）：参加者９名
・研修会１回：参加者51名
・講習会１回：参加者17名
・相談会３回：参加者19名

事業概要 　不妊治療等を受けた夫婦の経済的負担軽減のために助成を行う。

事業実績
　特定不妊治療（体外受精・顕微授精）にかかった治療費の一部を助成した。
・助成件数：174件

Ⅰ－２－② 事業名 不妊治療支援事業
Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅰ－２－② 事業名 不妊症・不育症支援ネットワーク事業
Ｒ４
実績

88,208千円

　周産期医療を担う人材を育成し、県内に定着させるため、ふくしま子ども・女性医療支援セン
ターにて下記の事業を行った。
１　医師招へい活動
　　小児外科医（非常勤）１名（R4.7.1～）、産婦人科医（非常勤）１名（R4.8.1～）を招へい
２　医大附属病院での高度・専門医療の指導及び実践
　　産婦人科、小児科、小児外科で随時実施
３　県内拠点病院への医療支援
　　各教員による県内医療機関への医療支援（５名・511回）
４　スキルアップのための講習会・研修等の実施
　　各地域ごとに開催
５　学内における教育・研究支援
　　ハンズオントレーニング、講義等を定期的に開催
６　広報・啓発活動の実施
　　福島民報へのコラム連載、小児科・産婦人科専攻医向けパンフレット作成等

施策
行動計画

施策
行動計画

Ⅰ－２－① 事業名 助産師養成課程設置事業
Ｒ４
実績

838,569千円

事業概要
　助産師の養成及び安定的な確保を進めるため、福島県立医科大学への助産師養成
課程設置に向けた各種整備を行う。

事業実績
　養成課程の施設整備に係る建築工事を11月まで完了させるとともに、開設に必要
な実習機器や什器、蔵書等に係る経費を補助するなど、計画どおりに準備を進め、
令和５年４月に養成課程を開講させた。

事業名
ふくしま子ども・女性医療支援
センター運営事業

Ｒ４
実績

115,202千円

事業概要

60,324千円

　質の高い周産期医療を担う医師等を養成するとともに、県民が安心して子どもを
生み育てることができる環境を整備するため、福島県立医科大学に設置している
「ふくしま子ども・女性医療支援センターの運営に要する経費を支援する。

事業実績

◆課題と行動計画〈その１〉

○分娩取扱施設の減少や小児科医及び産科・産婦人科医の不足に伴い、医療体制の
強化が必要。

○小児・周産期医療に必要な施設・設備整備や運営を支援するとともに、小児科医
及び産科・産婦人科医の確保、育成に努める。

①安心して妊娠・出産・子育てできる保健・医療体制の整備
②不妊や不育症に悩む夫婦に対する支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅰ－２－①
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

妊産婦等支援事業
（妊婦連絡票等活用事業）

Ｒ４
実績

139千円

事業概要
　「妊婦連絡票」等を活用し、市町村と産婦人科医療機関等と協力して、妊産婦等
の切れ目のない支援体制を整備していく。

事業実績 　「妊婦連絡票」等の様式を産科医療機関へ配布し、活動状況を調査した。

施策
行動計画

Ⅰ－２－③

事業概要
　各保健福祉事務所に専用電話を設置し、女性特有の健康等に関する相談への対
応、産科医療機関と連携し、支援が必要な妊産婦の早期把握などを行う。

事業実績
　地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行うための
事業を実施した。
・女性のミカタ健康サポートコール事業　専用電話相談件数67件

○妊娠から出産・産後における様々な母子保健対策について、得られた情報を関係
機関間で共有することが十分にできず、有効な支援に結びついていない。

○妊娠から出産・子育てにかけて様々な母子保健対策を推進するとともに、医療機
関や学校等との連携強化、子育て世代包括支援センター機能の充実などを図り、切
れ目ないサポート体制を推進。
○妊娠・出産の仕組み等に関する正しい知識の周知啓発。

◆課題と行動計画〈その２〉

事業実績

・市町村、医療機関、助産師会等母子保健関係機関との連携を強化するために、連
絡調整会議を県北、県南、会津保健福祉事務所で７回実施。
・福島県助産師会へ委託し、市町村保健師等を対象とした妊産婦支援に関する研修
会を５回実施した。
・市町村の実施する出産・子育て応援交付金事業に対して費用の一部を補助した。

③妊娠期からの継続的な支援体制の強化
④妊娠・出産・子育てに係る正しい知識の普及啓発

◆主な関連事業

施策
行動計画

事業名
地域の子育て支援事業
（乳児家庭全戸訪問事業、養育支援
訪問事業）

Ｒ４
実績

20,492千円

事業概要
　すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報提供や養育環境の把握等
を行う。また、把握した特に支援を必要とする家庭等に対して、養育に関する相
談・助言等の支援を行う。

事業実績
　市町村実施事業に対して補助した。
・乳児家庭全戸訪問事業：48市町村
・養育支援訪問事業：30市町村

施策
行動計画

Ⅰ－２－④ 事業名
妊産婦等支援事業
（妊婦連絡票等活用事業を除く）

Ｒ４
実績

566千円

Ⅰ－２－③ 事業名 市町村妊娠出産包括支援推進事業
Ｒ４
実績

168,328千円

事業概要
　市町村が子育て世代包括支援センターを設置して、妊娠期から子育て期にわたる
切れ目ない支援を行う体制を整備できるよう、連絡調整会議、研修及び伴走型相談
支援事業等への補助を実施する。

施策
行動計画

Ⅰ－２－③ 事業名
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【基本方針Ⅰに係る指標一覧 ①】 

 

 

 

 ＜指標の評価＞  

令和４年度目標値に対する実績値に応じて、達成状況を A～Dで評価している。 

 

【A】 実績値が年度目標値以上 

【B】 実績値が年度目標値の５割以上となり、目標値に向けて向上した 

【C】 実績値が年度目標値の５割未満であるが、目標値に向けて向上した 

【D】 実績値が基準値（計画策定時の値）と同じ又は下回った 

 

現状の把握・分析等に用いるため数値目標を設定していない場合は「－」としている。 

また、実績値が令和４年度以外の指標については、実績年度に対応する目標値を記載している。 

 

年度 年度

Ⅰ　出会い・結婚・妊娠・出産の希望の実現

１　家庭を築き子どもを生み育てる環境づくり

1
県立高校生の就職決定率（県立高等学
校全日制・定時制）

H30 99.7 ％ R6 100 ％ 99.9 ％ 99.6 ％ D

2 婚姻数 H30 7,685 件 毎年 8,000 件 8,000 件 6,088 件 D

3 合計特殊出生率
※目標値は県民の希望出生率に基づく

H30 R6 1.27 D

4 50歳時未婚割合（男性） H27 24.69 ％ ― Ｒ２ 28.33 ％

5 50歳時未婚割合（女性） H27 11.63 ％ ― Ｒ２ 15.25 ％

6 平均初婚年齢（夫） R2 30.3 歳 ― 30.7 歳

7 平均初婚年齢（妻） R2 28.8 歳 ― 29.1 歳

8 有配偶出生率 H27 82.1 ‰ ― Ｒ２ 72.1 ‰

現状の把握・
分析に用いる
（目標値は設定
しない）

―

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

現状の把握・
分析に用いる
（目標値は設定
しない）

―

現状の把握・
分析に用いる
（目標値は設定
しない）

―

1.53 1.61 1.54

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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【基本方針Ⅰに係る指標一覧 ②】 

 

 

 

年度 年度

２　切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健・医療対策

9 出生数 H30 12,495 人 R6 9,709 人 D

10 周産期死亡率 H30 3.9 ‰ R6 3.6
以
下

3.70 ‰
R2～
R4
平均

3.8 ‰ B

11 産科・婦人科医師数（人口10万対） H30 39.4 人 R6 53.8 人 44.2 人 R2 42.9 人 B

12 小児科医師数（人口10万対） H30 102.3 人 R6 126.7 人 110.4 人 R2 103.9 人 C

13 乳児死亡率（出生数千人対） H30 2.2 R6 2.5 D

14 麻しん・風しん予防接種率（第１期） R１ 95.7 ％ 毎年 98.0 ％ 98.0 ％ R3 93.1 ％ D

15 麻しん・風しん予防接種率（第２期） R１ 94.8 ％ 毎年 98.0 ％ 98.0 ％ R3 94.1 ％ D

16 産後うつ傾向の割合 H30 11.5 ％ R6 R3 8.8 ％ A

17
出産後１か月時の母乳育児の割合（混
合栄養を含む）

H30 90.3 ％ R6 R3 88.9 ％ D

18 1歳6か月児健康診査の受診率 H29 98.1 ％ R6 100.0 ％ 99.2 ％ R3 96.6 ％ D

19 3歳児健康診査の受診率 H29 97.5 ％ R6 100.0 ％ 98.9 ％ R3 96.1 ％ D

20 養育支援訪問事業実施市町村率 H30 86.4 ％ R6 100.0 ％ 95.5 ％ 91.5 ％ B

21 3歳児のむし歯のない者の割合 H29 79.1 ％ R4 90.0 ％ 87.8 ％ R3 85.2 ％ B

上昇を目指す ―

低下を目指す ―

減少を目指す ―

増加を目指す ―

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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〈基本方針Ⅱ〉子育て支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針の概要】 

○増加する保育ニーズに対応するため、施設整備等により入所定員数を拡

充し待機児童の解消を図るとともに、質の高い幼児教育・保育サービスを

提供するため、人材確保及び人材育成を推進します。 

○多様なニーズに応えるため、保護者の状況等に合わせた地域子育て支援

拠点や放課後児童クラブ等の子どもの居場所づくりなど、子育て施策の一

層の充実を図ります。 

○医療費、保育料、教育費等について、子育て世帯の経済的負担の軽減を図

るとともに、子育てや学校生活に関する様々な不安や悩みについて、気軽

に相談できるような体制を整備・運営します。 

Ⅱ ① 保育の受け皿の整備

② 保育人材の確保

③ 保育の質の向上

① 子育て家庭の経済的負担の軽減

②
子育て等に関する相談・情報提供体制
の整備

⑤
子育て支援の拠点や子どもの
居場所づくり

⑥
多様なニーズに対応した子育て支援
サービスの推進

〔基本方針〕 〔基本的施策〕 〔行動計画〕

1
子育て支援サービスの
充実

子
育
て
支
援

2
子育て家庭の負担軽減
と相談・情報提供体制
の整備

④
幼児教育の充実及び認定こども園への
移行推進
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１ 子育て支援サービスの充実  

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅱ－１－①
Ⅱ－１－④

事業名 教育・保育施設整備事業
Ｒ４
実績

397,692千円

事業概要
　幼児期の教育・保育環境を整備するため、民間の保育所等の整備を行う市町村に
対して支援する。

事業実績 　４市町４施設の保育所、認定こども園の整備に対して補助を行った。

Ⅱ－１－①
Ⅱ－１－④

事業名 認定こども園施設整備事業
Ｒ４
実績

94,939千円

事業概要
　幼児期の教育・保育環境を整備するため、認定こども園の整備を行う市町村に対
して支援する。

事業実績 　６市町７施設の認定こども園の整備に対して補助を行った。

◆課題と行動計画〈その１〉

○未就学児童数が減少している一方、核家族化の進行や共働き家庭の増加により、
保育ニーズは高い状況にある。
○保育所等の施設整備が進み、待機児童は減少傾向にあるが、いまだ解消には至っ
ていない。

○増加する保育ニーズに対応するため、保育所や教育・保育を一体的に行う認定こ
ども園の施設整備を促進するなど、入所定員数を拡充し待機児童の解消を図る。

①保育の受け皿の整備

◆主な関連事業

施策
行動計画

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

○質の高い幼児教育・保育サービスを提供するため、人材確保及び人材育成を推進
し、また、適切に指導監査を実施する。

②保育人材の確保
③保育の質の向上
④幼児教育の充実及び認定こども園への移行推進

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅱ－１－② 事業名 保育人材確保対策事業
Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その２〉

○保育の受け皿整備が進む一方で、保育士不足により所定の定員まで児童を受け入
れられない施設も見られる。
○量の確保に加えて、認可外保育施設を含め保育の質の向上に努める必要がある。

8,100千円

事業概要
　潜在保育士の再就職支援や保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育
所支援センター」を設置し、保育人材の確保を図る。

事業実績

　福島県保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士等及び保育所等に対し
て相談及び就労支援を行った。また、就労支援説明会及び保育士就職フェアを開催
し人材確保に努めた。
・就労支援説明会　７回開催　参加者361名
・保育士就職フェア　１回開催　参加者23名
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施策
行動計画

事業概要
　保育所、認定こども園、地域型保育事業、放課後児童クラブ等の地域子ども・子
育て支援事業に従事する職員の資質向上、人材確保及び業務効率化並びに幼児教
育・保育の質の向上を図るため、各種研修等を実施する。

事業実績

　保育所、認定こども園、地域型保育事業、地域子ども・子育て支援事業に従事す
る職員の資質向上及び人材確保のため、子育て支援員研修（修了者534名）、放課後
児童支援員認定資格研修（受講者331名）、放課後児童支援員等資質向上研修（受講
者416名）、保育士等キャリアアップ研修（修了者2,284名）及び潜在保育士再就職
支援研修（参加者15名）を実施した。

5,179千円
施策

行動計画
Ⅱ－１－③ 事業名 保育人材総合対策事業

Ｒ４
実績

事業概要
　県内の保育施設等における保育士の安定的な確保・定着を図るため、指定保育士
養成施設や保育関係団体、雇用関係機関と連携し、保育人材の総合的な対策を行
う。

事業実績

１　保育人材対策連絡会
　　１回開催
２　保育実習指導者研修事業
　　委託先：福島県保育協議会　５回開催（オンライン）　参加者110名
３　養成校における就職説明会（県内）
　　委託先：福島県社会福祉協議会　１回開催　参加者23名
４　新採用保育士合同研修事業
　　委託先：福島県社会福祉協議会　２回開催　参加者111名
５　保育士宿舎借り上げ支援事業
　　補助先：２市
６　県外保育士移住促進事業
　　委託先：福島県社会福祉協議会　県外在住の保育士に対し、県内保育所での
　実習や就職活動に要した費用を助成した。対象者５名
７　福島県保育施設等経営者向けセミナー
　　委託先：福島県社会福祉協議会　２回開催　参加者118名

施策
行動計画

Ⅱ－１－③ 事業名 保育の質の向上支援事業
Ｒ４
実績

48,659千円

事業実績

　巡回支援指導員により認可外保育施設（52施設）について訪問やオンラインによ
り、安全対策の指導や助言を行った。
　また、Web動画配信形式により、事故防止のための研修を実施し、408名が修了し
た。
　通園バス安全管理研修事業については、277名が修了した。

Ⅱ－１－③ 事業名 保育所等安全対策推進事業
Ｒ４
実績

9,633千円

事業概要
　保育所や認定こども園、認可外保育施設における安全対策を推進するため、巡回
指導や安全対策研修を行うなど、事故の未然防止を図る。
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　県内の病児保育事業の実施促進を図るため、病児保育施設の広域利用及び施設整
備を行う市町村を支援する。

事業実績
　病児保育の広域利用を実施している施設や市町村を訪問し、現状や課題を把握し
た。
　また、施設を新設する３市町４施設に対して、整備に係る経費を補助した。

施策
行動計画

Ⅱ－１－⑥ 事業名 病児保育促進事業
Ｒ４
実績

12,553千円

事業概要
　家庭訪問型の子育て支援を実施する団体の設立支援に向けた支援を行うため、
ホームスタートに携わる支援者を育成する。また、子どもやその家族、子育て支援
者等を対象に講演会を開催し、ホームスタート事業の周知をはかる。

事業実績

　ホームスタート事業の中核となるオーガナイザーの育成研修と、子どもやその家
族、子育て支援者等を対象とした子どもの心身の健康や子育てに関する講演会を、
福島県ホームスタート協議会に委託して実施した。
　・研修会　３回開催　受講者３名（３市町村から）

施策
行動計画

Ⅱ－１－⑥ 事業名 家庭訪問型子ども支援事業
Ｒ４
実績

197千円

事業概要
　市町村子ども・子育て支援事業計画に基づき実施する市町村事業を支援するため
に交付金を交付する。

事業実績 　54市町村に対して補助した。

施策
行動計画

Ⅱ－１－⑤ 事業名 放課後児童クラブ施設整備事業
Ｒ４
実績

28,319千円

○多様なニーズに応えるため、保護者の働く時間や個人の都合、対象の児童の状況
等に合わせた地域子育て支援拠点や放課後児童クラブ等の子どもの居場所づくりな
ど様々な子育て施策の一層の充実を図る。
○子ども子育て支援施策が地域の実情に応じて引き続き着実に進められるように市
町村を支援する。

⑤子育て支援の拠点や子どもの居場所づくり
⑥多様なニーズに対応した子育て支援サービスの推進

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅱ－１－⑤
Ⅱ－１－⑥

事業名 地域の子育て支援事業
Ｒ４
実績

2,457,032千円

◆課題と行動計画〈その３〉

○共働き世帯の増加など社会環境の変化により、子どもの居場所について、保護者
のニーズが高まっている。

事業概要
　市町村が策定する市町村子ども・子育て支援事業計画に基づく放課後児童クラブ
の整備を促進することにより、児童受入環境の整備推進を図る。

事業実績 　３市町７クラブに対して補助を行った。
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２ 子育て家庭の負担軽減と相談・情報提供体制の整備  

 

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅱ－２－① 事業名
こどもの夢を応援する事業（未来に進
もう！こどもの夢応援事業）

Ｒ４
実績

16,807千円

事業概要

事業実績
　保育所等及び認可外保育施設を利用する多子世帯の保育料負担を減免する事業の
一部を補助した（35市町村　1,367人）。

事業概要
　令和元年10月より実施された幼児教育・保育無償化により、幼稚園、預かり保育
事業、認可外保育施設等の利用料を負担し、子育て家庭の経済的負担の軽減を図
る。

事業実績
　新制度未移行の幼稚園、認可外保育施設、預かり保育等への給付費等の支給に要
する費用を負担した。

施策
行動計画

Ⅱ－２－① 事業名 ふくしま保育料支援事業
Ｒ４
実績

86,090千円

　保育所等に入所する第３子以降の３歳未満児にかかる保育料について、市町村が
減免する額の一部を支援する。

事業概要
　児童養護施設等を退所する児童に対して支援給付金を給付することで、大学等へ
の進学を支援することにより、将来の経済的自立や本県の復興を担う人材育成に寄
与する。

事業実績
　児童養護施設退所児童等のうち大学等へ進学した者を対象に、生活給付金を16名
に、入学支度金を10名に、臨時給付金を3名に給付した。

施策
行動計画

Ⅱ－２－① 事業名 子育てのための施設等利用給付事業
Ｒ４
実績

819,271千円

事業概要
　県内で安心して子どもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、市町村が行
う子ども医療費助成事業に対して補助金を交付する。

事業実績
　県内で安心して子どもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、市町村が行
う子ども医療費助成事業に対して補助を行った。
・補助先　59市町村

○幼児教育・保育の無償化に加え、医療費、教育費等について、子育て世帯の経済
的負担の軽減を図る。

①子育て家庭の経済的負担の軽減

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅱ－２－① 事業名 子どもの医療費助成事業
Ｒ４
実績

3,310,153千円

◆課題と行動計画〈その１〉

○県民意識調査において「医療費助成、保育料軽減等の子育て世帯への経済的支
援」を行政に期待する回答が最も多い（令和元年10月から幼児教育・保育の無償化
を実施）。



29 

 

  

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　児童相談所虐待対応ダイヤルによる夜間・休日の電話相談や、児童虐待に関する
通告の対応を外部機関に委託することにより、より適切な初期対応を図る。

Ｒ４
実績

3,647千円

事業実績 　児童の養育等に関する相談指導を行い、児童の福祉の向上を図った。

施策
行動計画

施策
行動計画

Ⅱ－２－② 事業名
児童相談所費行政経費
（児童相談所全国共通ダイヤル相談受
付業務委託）

Ｒ４
実績

11,880千円

Ⅱ－２－②

○子育てや学校生活に関する様々な不安や悩みについて、気軽に相談できるような
体制づくりを進めるとともに、子育てに関する正しい知識等について、幅広くきめ
細かな情報提供ができる体制づくりを進める。

②子育て等に関する相談・情報提供体制の整備

◆主な関連事業

事業概要
　児童相談所の各相談室に家庭相談員（３名）を配置し、児童の養育などの問題に
ついて相談指導を行い、児童福祉の向上を図る。

家庭児童相談室事業経費
Ｒ４
実績

6,923千円

◆課題と行動計画〈その２〉

○核家族化の進行や地域社会における人間関係の希薄化等に伴い、育児不安が増大
するとともに、児童虐待、いじめ、不登校等の問題が顕在化している。

事業名

事業実績
　県内３か所にある児童家庭支援センターに補助を行い、センターでは子育て相談
をはじめ、関係機関と連携し、子どもに関する相談業務や必要な助言などを行い、
地域に密着した児童相談支援業務が行われた。

　夜間・休日の児童虐待通告や子育て相談等に即時に対応し、虐待の予防、早期発
見及び早期対応を図った。

施策
行動計画

Ⅱ－２－②
Ⅳ－１－③

事業名
【新】こどもの見守り・自立応援事業
（児童家庭支援センター運営事業）

Ｒ４
実績

40,958千円

事業概要
　専門的な援助を必要としている子どもや家庭が必要な支援を受けることができる
よう、心理療法を担当する職員等による専門的な相談を実施する児童家庭支援セン
ターを運営する法人に補助を行う。

事業概要
　援助を必要としている子どもや家庭に対して、子育てへの不安解消を図り、児童
虐待の予防や早期発見につなげるため、ＳＮＳによる相談を外部機関に委託して実
施する。

事業実績
　ＬＩＮＥによるＳＮＳ相談窓口を開設し、対応業務の一部を外部機関に委託し
た。
　令和５年２月１日運用開始。

施策
行動計画

Ⅱ－２－② 事業名
【新】こどもの見守り・自立応援事業
（虐待防止のためのＳＮＳ相談事業）

事業実績
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【基本方針Ⅱに係る指標一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 年度

Ⅱ　子育て支援

１　子育て支援サービスの充実

22
保育所入所希望者に対する待機児童
数の割合

R1 0.8 ％ R6 0.0 ％ 0.1 ％ 0.1 ％ A

23
保育士等が配置基準に満たない施設に
おける不足する保育士等の数

H30 30 人 R6 0 人 10 人 82 人 D

24 地域子育て支援拠点施設数 H30 121 ヶ所 R6 126 ヶ所 124 ヶ所 130 ヶ所 A

25
放課後児童クラブの申込児童に対する
待機児童数の割合

R1 2.2 ％ R6 0.0 ％ 1.8 ％ 1.7 ％ A

26 延長保育実施施設数 H30 343 ヶ所 R6 408 ヶ所 386 ヶ所 404 ヶ所 A

27 病児保育実施施設数 H30 28 ヶ所 R6 33 ヶ所 31 ヶ所 36 ヶ所 A

２　子育て家庭の負担軽減と相談・情報提供体制の整備

※指標なし

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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〈基本方針Ⅲ〉子どもの健やかな成長と自立  

 

 

  

  

【基本方針の概要】 

○子どもを一個人であることを十分に認識することが重要であり、子ども

たち自らが意見を表明できるような機会や、子どもの意識・立場に立った

視点の強化を推進するとともに、子どもが心身ともに健やかに育つことが

できる環境づくりを進めます。 

○家庭は子どもが育つ基盤であり、保護者が子育てや教育についての第一

義的責任を有することを踏まえて、家庭や地域における教育を推進すると

ともに、東日本大震災等を踏まえた道徳教育、防災教育、理数教育、自然

体験教育、放射線教育など、ふくしまならではの教育を実施して、震災後

の福島県にあって「生き抜く力」を育みます。 

○性教育、薬物乱用の防止とともに、肥満や痩身等に関する様々な健康教

育の充実や、家庭・学校・地域が一体となった食育を推進します。 

Ⅲ ① 子どもの権利に関する啓発

② 子どもの参画の推進

① 豊かなこころの育成

② 健やかな体の育成

③ 確かな学力の育成

⑤ 学校の教育環境の整備

② 食育の推進
3

学童期・思春期から成
人期に向けた保健対策

思春期における健康教育・健康づくり
の推進

①

③

④
不登校やひきこもり状態等の
子どもへの支援

家庭教育への支援と地域と連携した
教育の推進

④

子どもたちの健全な育成のための
環境づくり

〔基本方針〕 〔基本的施策〕 〔行動計画〕

1
子どもの尊重と
生きる力の応援

子
ど
も
の
健
や
か
な

成
長
と
自
立

2 教育の充実
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１ 子どもの尊重と生きる力の応援  

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要

　教育・保育に関心のある学生を参集し、本県が抱える子ども分野での課題等を
ワークショップやフィールドワークを通じて解決策等を検討し、県有施設のフォレ
ストパークあだたらにおいて、自然環境を活用した親子イベントの企画・運営を実
施させる。

事業実績
　保育など教育分野に関心のある大学生が、ワークショップ３回、フィールドワー
ク２回を通じて親子イベントの企画・運営を行った。
・参加者数112名（うち、参加児童数46名）

○「児童の権利に関する条約」において、子どもの最善の利益を尊重するととも
に、子どもが生きる権利、自由に意見を表明する権利を有すること等が定められて
いる。

○子どもの意識・立場に立った対応を推進するともに、地域における子どもの積極
的な参画を通して、子どもたちの意見の施策への反映やふるさと福島への愛着心の
醸成を図る。

②子どもの参画の推進

◆主な関連事業

◆課題と行動計画〈その２〉

チャレンジふくしま　豊かな遊び創造
事業
（子どもと青年の異世代交流事業）

事業名Ⅲ－１－②
施策

行動計画
1,934千円

Ｒ３
実績

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

731千円

事業概要
　県教育委員会が、人権教育に関し実践的な研究を行う市町村教育委員会に対し人
権教育総合推進地域事業として委託し、当該市町村教育委員会は、人権意識を培う
ための学校教育の在り方について実践的な研究を行う。

事業実績
　モデル地区として、川内村（子ども園１園、義務教育学校１校（前期・後期））
を設置し、家庭や地域との連携に根ざした実践研究、研究公開を行った。

事業概要
　児童福祉の理念の普及・啓発を図るため、5月1日から5月31日までを「児童福祉月
間」と定め、「子どもの権利条約」の普及・啓発物として悩みごと相談窓口カード
の作成・配布を実施する。

事業実績
　主に小学校５年生を対象に、子どもの権利条約の普及・啓発を目的に27,000枚を
作成、配布した。

施策
行動計画

Ⅲ－１－① 事業名
ピュアハートサポートプロジェクト
（人権教育開発事業）

Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その１〉

○児童への虐待や学校でのいじめなどは、子どもの権利を著しく侵害し、その心身
の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体
に重大な危険を生じさせるおそれがある。

○子どもの権利に関する啓発を広く行うとともに、子どもの権利に関する教育の充
実を図る。

①子どもの権利に関する啓発

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅱ－２－②
Ⅲ－１－①

事業名
児童福祉月間の啓発普及
（電話相談窓口カード作成）

Ｒ４
実績

203千円
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

◆課題と行動計画〈その３〉

○子どもたちの健全な育成のため社会全体が連携して環境を改善する必要がある。

事業概要
　家庭や学校でのこどものインターネット利用に関する基礎知識の習得度合いと利
用状況を把握し、その向上と改善を図る支援システムを開発、運用する。

事業実績
　「ふくしま情報モラル診断システム」を外部委託して開発し、県内小中学校、高
校、特別支援学校を対象として、令和５年４月から運用開始となった。

○子どもたちが心身ともに健やかに育つことができる環境づくりを推進する。
○SNSに起因する子ども・若者の被害事犯の増加等を踏まえ、情報社会で適正な活動
を行うための基となる考え方と態度を身に着けるための情報モラル教育や啓発活動
を推進する。

③子どもたちの健全な育成のための環境づくり

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅲ－１－③ 事業名
【新】こどもを守る情報モラル向上
支援事業

Ｒ４
実績

36,065千円

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

◆課題と行動計画〈その４〉

○いじめの認知件数は近年著しく増加しており、不登校の児童生徒数についても、
震災前と比較して増加している。

　ひきこもり状態にある本人やその家族の相談先として「ひきこもり相談支援セン
ター」を運営する。また、ひきこもりの状態にある本人やその家族を支援すること
を目的として、ひきこもり家族教室を実施する。

事業実績

　福島県ひきこもり相談支援センターを運営し、ひきこもり本人とその家族からの
相談に対応した。
・延べ相談件数：852件
・相談対象となるひきこもり本人の実人数：271人
　各保健福祉事務所において、ひきこもり家族教室を開催した。
・延べ参加人数：246人（31回開催）

施策
行動計画

Ⅱ－２－②
Ⅲ－１－④

事業名 ひきこもり対策推進事業
Ｒ４
実績

25,259千円

事業概要
　いじめ等の問題行動や不登校等の生徒指導上の諸問題に対応するため、学校と関
係機関の連携・協力体制や不登校児童生徒の学習機会を確保する体制などの強化、
充実を図る。

事業実績

　生徒指導の悉皆研修である域別シンポジウムを７地区で実施。集団になじめない
子どもたちのための居場所として県内20校にＳＳＲを設置。推進校３校によるいじ
め防止ラウンドテーブルをオンラインにより開催。東京大学先端科学技術研究セン
ター中邑賢龍氏及び専門スタッフに学術指導を依頼し、学校外の学びの場における
体験プログラム、オンライン保護者相談会、教員研修を年２回実施。教育支援セン
ターのない４つの町村に５名の学習サポーターを派遣。

○いじめ等の未然防止、早期発見、解決に向けた組織的対応に向け、相談体制の充
実等を図る。

④不登校やひきこもり状態等の子どもへの支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅲ－１－④
Ⅲ－２－⑤

事業名 不登校・いじめ等対策推進事業
Ｒ４
実績

5,032千円

事業概要
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２ 教育の充実  

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

○子どもたちが自立して社会で生き、個人として豊かな生活を送るため、「確かな
学力」「豊かなこころ」「健やかな体」をバランスよく育てて、震災後の福島県に
あって「生き抜く力」を育むとともに、ふくしまの発展を支える社会の一員として
必要な資質を養っていく。

①豊かなこころの育成　②健やかな体の育成
③確かな学力の育成　　⑤学校の教育環境の整備

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅲ－２－① 事業名
ピュアハートサポートプロジェクト
(道徳教育実践研究事業)

Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その１〉

○少子高齢化、高度情報化、国際化、環境問題の深刻化など急激に変化する現代社
会においては、個人は自立して他と協調しながらその生涯を切り拓いていくととも
に、社会の形成者として積極的な役割を果たしていくことがより一層求められる。
○震災や新型コロナウイルス感染症の感染拡大に起因する生活環境や生活様式の変
化、運動不足などにより、子どもたちの肥満傾向がまだ改善されていない。

6,348千円

事業概要
　学習指導要領の趣旨を生かした道徳教育の質の向上とその一層の充実を図るた
め、学校・地域の実情に応じて主体的に行う道徳教育に関する多様な取組みに支援
を行う。

事業実績

　震災を経験した本県だからこその視点と学習指導要領の趣旨に基づくという２つ
の視点で、研修会や協議会の充実を図った（７地区で地区別推進協議会を開催）。
教職員、保護者、地域住民を対象にしたリーフレットを定期的に発刊した（12月、
３月発行）。

施策
行動計画

Ⅲ－１－②
Ⅲ－２－②

事業名
チャレンジ！子どもがふみだす
体験活動応援事業

Ｒ４
実績

98,008千円

事業概要

　東日本大震災の経験を踏まえ、子どもたちが充実した自然体験活動等を行う機会
をとおして、心身ともに健康で、豊かな人間性の育成を図るとともに、社会体験活
動をとおして、主体的に復興に寄与する新生ふくしまを担うたくましい子どもたち
の育成を図る。

事業実績

１　ふくしまキッズパワーアップ事業
　　小中学校164件に補助を行い、8,347人が豊かな自然体験活動・震災学習を行っ
　た。
２　「ふくしまの未来」へつなぐ体験応援事業
　　21団体への補助を行い、小・中・高校生が、被災者や避難者との交流、県内外
　への復興の発信などを行った。

施策
行動計画

Ⅲ－２－②
Ⅵ－１－③

事業名
ふくしまっ子健康マネジメント
プラン

Ｒ４
実績

7,095千円

事業概要

　原子力発電所の事故に起因する屋外での活動制限等により子どもの体力低下や肥
満の増加など児童生徒の将来における健康リスクが増加したことから、学校と家庭
が連携し、将来にわたり自ら健康課題解決に積極的に取り組めるよう健康マネジメ
ント能力を育成するなど、望ましい運動習慣や食習慣を形成する事業を展開する。

事業実績

・自分手帳発行・配布　14,743冊
・健康教育専門家派遣　37件（13人派遣）
・健康マネジメント支援委員会　２回開催
・小中学生を対象とした「みんなで跳ぼう！なわとびコンテスト」
　長なわ：158校（646チーム）、短なわ：3,856人
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23,419千円

事業概要
　貧困の世代間連鎖の解消を目指すため、生活困窮者等の世帯の小学生、中学生及
び高校生を対象に高校進学支援及び高校中退防止の取組等を行う。

事業実績
　支援実績
・県北：27件、県中：17件、県南：5件、会津・南会津：30件、相双：21件

事業概要
　一人一人の学力を確実に伸ばす観点に立ち、本県児童生徒の学習内容の定着度や
学力の伸びを把握するとともに、学習に対する意識や生活の様子などの状況を調
べ、教育及び教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る。

事業実績

　県内の小学校４年生から中学校２年生を対象に、令和4年4月13日に第３回ふくし
ま学力調査を実施した。ふくしま学力調査の特長は、一人一人の学力の伸びが見え
ることであり、昨年度の調査結果と比較して学力の伸びを見ることができた。
○参加学校数
・小学校（義務教育学校前期課程及び県立特別支援学校小学部を含む）402校
・中学校（義務教育学校後期課程及び県立特別支援学校中学部を含む）215校
○参加児童生徒数
・小学校（義務教育学校前期課程及び県立特別支援学校小学部を含む）40,645名
・中学校（義務教育学校後期課程及び県立特別支援学校中学部を含む）27,484名

施策
行動計画

Ⅲ－２－⑤
Ⅳ－４－③

事業名 福島県子どもの学習支援事業
Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅲ－２－⑤
Ⅳ－４－③

事業名 少人数教育推進事業
Ｒ４
実績

4,894,142千円

事業概要
　小学１，２年、中学１年における「30人学級」、小学３～６年、中学２，３年に
おける「30人程度学級」の編制を可能とし、一人一人の児童生徒に対してのきめ細
かな教育の充実を図る。

事業実績

　学力面では、令和４年度の全国学力・学習状況調査の結果より、中学校国語はお
おむね全国平均となっている。小学校国語及び小・中学校理科は全国平均をやや下
回っており、小学校算数・中学校数学は全国平均を下回っている。児童生徒質問紙
においては、授業内容がよくわかるという児童生徒の割合は全国平均を上回ってお
り、成果が表れている。また、生徒指導面では、問題行動等調査の結果において、
全国平均と比較すると暴力行為の発生件数や不登校児童生徒の出現数の割合が少な
いなど、少人数教育のよさが生かされている。

施策
行動計画

Ⅲ－２－③ 事業名
一人一人を伸ばすふくしま学力向上
推進事業

Ｒ４
実績

77,273千円
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

・評価検証委員会（委員数12名、３回開催）
・復興に向けた学びを通じた協働のまちづくり事業（14市町村、１支援学校実施）
・推進委員会２回開催。地域学校協働活動事業推進フォーラム１回、地域学校協働
研修会全県研修１回、地域研修７回。地域連携担当教職員等研修会地域研修７回
・地域学校協働活動補助事業（24市町村実施）
・家庭教育支援事業（４市町村実施）

施策
行動計画

Ⅲ－２－④ 事業名 地域学校協働本部事業
Ｒ４
実績

131,017千円

◆課題と行動計画〈その２〉

○核家族化の進行やライフスタイルの多様化などに加えて、震災の影響により家庭
や地域を取り巻く環境も大きく変化している。
○子ども・若者が健やかに育つためには、親をはじめ地域の大人が自らの生き方を
見つめ直し、子ども・若者を地域で守り育てることは「大人の責任」であることを
広く認識し、実際の行動に結び付けてもらうことが大切である。

○家庭は子どもが育つ基盤であり、保護者が子育てや教育についての第一義的責任
を有することを踏まえて、家庭や地域における教育を推進する。
○青少年育成県民会議等との連携により、教育・心理・福祉等の専門人材から、地
域の身近な大人まで、子ども・若者の成長を支える多様な担い手の養成・確保を図
る。

④家庭教育への支援と地域と連携した教育の推進

◆主な関連事業

事業概要

　本県の家庭教育推進上の大きな課題である｢親の学び｣を支援するために、連合Ｐ
ＴＡや企業等と連携し、家庭教育について親自身が学ぶ機会が充実するよう支援す
る。また、各地域で地域で子育てをする親を支援する家庭教育支援者の養成・育成
をする研修会を行う。さらに、行政機関や福祉機関と連携しながら、子育てや家庭
教育を応援する「家庭教育支援チーム」の設置を促進する。

事業実績

１　家庭教育応援プロジェクト
  (1) 福島県地域家庭教育推進協議会（年２回）６月、３月
  (2) 地域家庭教育推進（各地区）ブロック会議（７地区２回) ６月～７月、１月～３月
  (3) 親子の学び応援講座（12団体、1,451名参加）
  (4) 家庭教育応援企業推進活動（55企業 累計1,073企業）
　　※各企業に実践事例集配付
  (5) 家庭教育応援企業学習会（県内３カ所：県北・相双・いわきで実施）
２　家庭教育応援リーダー育成事業
  (1) 家庭教育支援者全県研修（オンデマンド研修、参加者69名）
  (2) 家庭教育支援者地区別研修（７地区242名参加）

施策
行動計画

Ⅰ－１－①
Ⅲ－２－④

事業名
地域でつながる家庭教育応援事業
【再掲】

Ｒ４
実績

1,073千円

事業概要

　未来を担う子どもたちを健やかに育むために、学校と地域が相互に連携・協力を
進めるとともに、互いの役割を明確に認識し対等な協働関係を築くことにより、社
会総がかりでの教育の実現を目指す。特に震災後の子どもたちを取り巻く環境の変
化に対応するための支援を行い、教育環境の復興を加速させる。

事業実績
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３ 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策  

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

2,954千円

事業概要

　原子力発電所の事故に起因する屋外での活動制限等から子どもの体力低下や肥満
の増加など新たな健康課題が生じたため、これらの課題を解決するため、学校・家
庭・地域が一体となった体力向上や食育等による健康増進に向けた事業を総合的に
展開する。

事業実績

・食育指導者研修会　１回開催
・食環境を考える会　３地域で実施（各１回）
・指導者向け作物栽培研修　10名参加（８月９日・10日）
・朝食について見直そう週間運動　６月・１１月のみ実施　朝食摂取率96.1％ （11
月）

167千円

事業概要
　児童生徒の現代的健康課題を解決するため、地域の保健関係機関、保護者等との
効果的な連携を図り、支援体制の整備充実や健康教育担当教員の資質向上のため研
修会を行う。

事業実績 　健康教育推進者研修会を３会場で実施（参加者：341名）。

施策
行動計画

Ⅲ－３－② 事業名 元気なふくしまっ子食環境整備事業
Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅲ－３－① 事業名 健康ふくしま２１推進事業
Ｒ４
実績

875千円

事業概要
　健康づくり施策の基本方針である第二次健康ふくしま21計画を強力に推進するた
め、県、市町村,、関係機関及び団体等が地域保健及び職域保健の取組を共働で実践
する。

事業実績

・健康長寿ふくしま会議（書面）　１回開催
・健康長寿ふくしま会議地域・職域連携推進部会　２回開催
・健康長寿ふくしま会議健康経営推進部会　１回開催
・健康長寿ふくしま会議健康ふくしま21評価検討会　４回開催

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅲ－２－②
Ⅲ－３－①

事業名 学校すこやかプラン
Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その１〉

○震災以降外遊びが制限された影響などで県内の子どもの肥満が増加し、徐々に改
善傾向が見られるものの、依然として高い状況。
○ライフスタイルの変化等により、朝食の欠食や子どもが一人で食事を摂る孤食な
ど食習慣の乱れが問題となっており、栄養・食生活と肥満との関連について注視し
ていく必要がある。
○子どもたちが食育活動に参加する機会の拡大を図るため、農産物の生産、出荷、
販売、調理などのさまざまな食に関する体験活動や交流会等を実施することで、地
域の特色を活かした食育活動を展開する。

○思春期の若者に対して、性に関する正しい知識の普及や相談体制の整備、飲酒・
喫煙・薬物乱用防止対策の推進を図る。また、肥満や無理なダイエット等による痩
身等への対策を行い、適正体重の維持が、子ども自身やいずれ親になった場合の次
世代の健康へつながるなど、生涯を通じた健康教育の充実を図る。
○児童及び保護者に対する望ましい食生活の普及、健康な食習慣の定着、体験型の
食育活動の充実、地産地消の推進を図るなど、家庭・学校等・地域が一体となった
食育推進体系の整備を推進する。

①思春期における健康教育・健康づくりの推進
②食育の推進
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【基本方針Ⅲに係る指標一覧 ①】 

 

年度 年度

Ⅲ　子どもの健やかな成長と自立

１　子どもの尊重と生きる力の応援

28
ひきこもり相談支援センターでの相談件
数

R2 1,152 件 ― 852 件

２　教育の充実

29
ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合
（小・中学校）（小学校国語）

R3 83.5 ％ 毎年 100 ％ 100 ％ 77.3 ％ D

30
ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合
（小・中学校）（小学校算数）

R3 73.5 ％ 毎年 100 ％ 100 ％ 75.9 ％ C

31
ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合
（小・中学校）（中学校国語）

R3 76.3 ％ 毎年 100 ％ 100 ％ 66.8 ％ D

32
ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合
（小・中学校）（中学校数学）

R3 70.8 ％ 毎年 100 ％ 100 ％ 65.5 ％ D

33

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
における新体力テストの全国平均との
比較割合（全国＝100）（公立小・中学
校）【小５男】

R1 98.9 R6 99.3 以
上

99.0
以
上 A

34

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
における新体力テストの全国平均との
比較割合（全国＝100）（公立小・中学
校）【小５女】

R1 101.1 R6 101.4 以
上

101.2
以
上 A

35

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
における新体力テストの全国平均との
比較割合（全国＝100）（公立小・中学
校）【中２男】

R1 99.3 R6 99.5 以
上

99.4
以
上 A

36

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
における新体力テストの全国平均との
比較割合（全国＝100）（公立小・中学
校）【中２女】

R1 100.1 R6 100.1 以
上

100.1
以
上 D

37
不登校の児童生徒数
※1,000人当たりの出現率

H30 15.1 人 R6 Ｒ３ 22.0 人

38
暴力行為の1,000人当たりの発生件数
（国公私立の小・中・高等学校）

H30 3.0 件 R6 R3 4.7 件 D

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

減少を目指す ―

100.4

99.9

99.6

101.6

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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【基本方針Ⅲに係る指標一覧 ②】 

 

 

 

 

 

 

 

年度 年度

３　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策

39
「性に関する指導」の手引き活用率（公
立幼・小・中・高・特別支援学校）

R1 86.6 ％ R6 100.0 ％ 94.6 ％ 87.9 ％ C

40 10代の人工妊娠中絶実施率 H30 4.3 ‰ R6 R3 3.3 ‰ A

41 10代の自殺死亡率（人口十万対） H30 7.7 R6 6.2 以下 7.0 以下 R3 9.7 D

42
小学校児童の栄養不良や肥満、やせ傾
向（栄養状態）の割合（公私立小学校）

R1 3.5 ％ R6 R3 4.8 ％ D

43
食育推進計画を作成している市町村の
割合

R2 91.5 ％ R6 100 ％ 95.8 ％ 94.9 ％ B

44
朝食を食べる児童生徒の割合（小・中・
高・特別支援学校））

H30 96.6 ％ R6 97.7 ％ 96.9 ％ 96.1 ％ D

低下を目指す ―

低下を目指す ―

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載



40 

〈基本方針Ⅳ〉援助を必要とする子どもや家庭への支援  

 

 

 

 

【基本方針の概要】 

○近年相談件数が増加傾向にある児童虐待に対応するための体制を強化す

るとともに、家庭での養育が困難な子どもや虐待を受けた子どもへの支援

の充実を図っていきます。 

○障がいのある子どもが地域で安心して暮らすための支援体制の充実を図

っていきます。 

○ひとり親家庭等自立支援計画を本計画に統合し、就労支援や経済的支援

など総合的に取組を推進していくとともに、経済的な困窮や家族の介護等

を担う子ども（ヤングケアラー）などの様々な困難を抱える子どもの未来

が妨げられないための支援をします。 

 

Ⅳ ① 地域で子どもを守る取組

② 育児不安等を抱える親に寄り添う支援

③ 児童虐待防止体制の整備

① 相談体制の充実

② 子育てや生活支援策の充実

③ 就業支援の推進

④ 経済的支援策の活用促進等

⑤ 情報提供機能の充実

① 教育費負担の軽減

② 学校・地域・家庭の連携

④ 生活困窮世帯等の保護者への自立支援

⑤ 地域で支援を届ける仕組みづくり

4
子どもの未来が貧困に
妨げられないための
支援 生活困窮世帯等の子どもへの

生活・学習支援
③

④
家庭での養育が困難な子どもや虐待を
受けた子どもに対する支援

1 児童虐待防止

援
助
を
必
要
と
す
る

子
ど
も
や
家
庭
へ
の
支
援

①
障がい等のある子どもやその家族が
安心して暮らすための支援

2
障がい等のある子ども
への支援

②
発達障がいのある子どもの
早期発見・早期療育のための支援

3
ひとり親家庭に対する
支援

〔基本方針〕 〔基本的施策〕 〔行動計画〕
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１ 児童虐待防止  

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅳ－１－① 事業名
【新】こどもの見守り・自立応援事業
（子どもを守ろう！見守りサポーター
養成事業）

Ｒ４
実績

4,160千円

事業概要
　児童虐待対策について、一般県民に対する普及啓発や子ども本人に権利意識や虐
待から身を守る方法を伝えるため、ＣＡＰ（子どもへの虐待防止プログラム）を実
施する。

事業実績
　福島県ＣＡＰグループ連絡会に委託し県内の保育園、幼稚園、小中学校等で子ど
もの虐待防止プログラムを実施した。
・実施回数105回、参加者数1,536名（子ども538名　大人998名）

314千円

事業概要
　11月の児童虐待防止推進月間に合わせて、オレンジリボン運動の啓発グッズを市
町村等へ配付し、各地域での普及啓発時に活用する。

事業実績
　産後うつを要因とする児童虐待の防止に活用する母親向け・家族向けの産後うつ
啓発カードを作成し、市町村を通して対象家庭に配布した。
　・配付枚数　11,800枚×２種

◆課題と行動計画〈その１〉

○児童福祉法の改正により、子どもが権利の主体であることや体罰の禁止などが示
されたため、子どもの権利と生命を守るための取組が必要。

○地域住民に対し、体罰によらない子育ての必要性や児童虐待防止について普及啓
発を行う。

①地域で子どもを守る取組

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－１－① 事業名
虐待から子どもを守る総合対策推進
事業
（児童虐待防止普及啓発事業）

Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅳ－１－① 事業名
虐待から子どもを守る総合対策推進
事業
（学校等との連携強化事業）

Ｒ４
実績

10,494千円

事業概要
　教職員や保育従事者等に対する虐待防止や実際の対応に関する研修を行う。
　また、児童相談所一時保護所に学習指導協力員を配置し、学校との連携・協力を
図り、一時保護所の学習指導体制を強化する。

事業実績
　４児童相談所の一時保護所に学習指導協力員（計８名）を設置した。
　また、学校教職員及び保育従事者向け研修を６回実施した。
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

◆課題と行動計画〈その２〉

○全国的に児童虐待死亡事例は０歳児が多く、児童虐待防止のためには、妊娠期か
らの支援が必要。

○悩みを抱える妊産婦等を早期に把握し、相談支援につなげる体制づくりに取り組
む。

②育児不安等を抱える親に寄り添う支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅰ－２－③
Ⅳ－１－②

事業名
【新】母子保健・児童福祉一体的
相談支援機関整備事業

Ｒ４
実績

22,058千円

事業概要
　母子保健（子育て世代包括支援センター）と児童福祉（市町村こども家庭総合支
援拠点）の一元的なマネジメント体制の構築を図るうえで必要な整備費等に対して
費用の一部を補助する。

事業実績
　２市に対して交付決定。１市で工事完了し、もう１市は計画変更等により令和６
年１月の竣工予定となっている。

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅳ－１－③
Ⅳ－１－④

事業名
虐待から子どもを守る総合対策推進
事業（児童虐待ケース対応強化事業）

Ｒ４
実績

1,817千円

事業概要
　市町村要保護児童対策地域協議会の運営や相談ケース対応について助言・指導を
行う専門員を派遣し、市町村の相談支援体制の強化を図る

40,958千円

事業概要
　専門的な援助を必要としている子どもや家庭が必要な支援を受けることができる
よう、心理療法を担当する職員等による専門的な相談を実施する児童家庭支援セン
ターを運営する法人に補助を行う。

事業実績

○児童虐待の相談件数が高止まりの状況にあり、地域住民や市町村、県及び関係機
関が連携し児童虐待防止に取り組むことが求められている。

○身近な地域における児童虐待防止のための相談体制整備の推進や専門性の向上を
図るとともに、専門機関である児童相談所の体制及び対応する関係機関の体制を強
化する。

◆主な関連事業

【新】こどもの見守り・自立応援事業
（児童家庭支援センター運営事業）

Ｒ４
実績

◆課題と行動計画〈その３〉

③児童虐待防止体制の整備

　児童家庭支援センターを運営する法人に対し補助を行った。
・補助先　　３法人

事業実績
　弁護士11回、法医学医５回のスーパーバイズを実施した。
　また、カウンセリング強化事業を26回実施した。

施策
行動計画

Ⅱ－２－②
Ⅳ－１－③

事業名
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅳ－１－④ 事業名
児童入所施設措置費
（県立施設を除く）

④家庭での養育が困難な子どもや虐待を受けた子どもに対する支援

Ｒ４
実績

1,981,936千円

事業概要
　児童福祉法の規定に基づき、児童入所施設への入所措置又は里親への委託措置を
行った場合に要する経費を負担する。

事業実績

　児童福祉法に基づき、児童入所施設への入所措置又は里親への委託措置を行った
場合に要する経費を負担した。
・児童養護施設８箇所
・ファミリーホーム５箇所
・自立援助ホーム４箇所、
・母子生活支援施設２箇所

Ｒ４
実績

10,770千円

事業概要
　児童相談所に里親コーディネーターを配置し、関係機関との連携・調整を図るこ
とにより、里親委託を推進する。
　また、委託後の養育相談や定期的な訪問指導等により養育支援を行う。

事業実績
　上記の取組の結果、里親等委託率の向上につなげた。
・R3：31.4％　R4：31.6％

事業概要
　児童虐待等により、家庭での養育が困難となり、里親や児童養護施設等で生活す
る子どもたちが、安心して社会的自立を果たすことができるよう、自立に向けた早
期の支援や自立後の相談支援を実施する。

事業実績
　児童養護施設を運営する社会福祉法人４カ所、ファミリーホームを運営する特定
非営利法人１カ所に委託し、子どもの自立支援のための相談支援や、退所後のアフ
ターケアを行った。

施策
行動計画

Ⅳ－１－④ 事業名
里親総合対策事業
（里親訪問支援等事業）

施策
行動計画

Ⅳ－１－④ 事業名
【新】こどもの見守り・自立応援事業
（こどもの巣立ち見守り事業
（生活相談））

Ｒ４
実績

5,759千円

◆課題と行動計画〈その４〉

○里親委託推進の取組や児童養護施設等への小規模化・地域分散化に向けた支援を
行うとともに、子どもの家庭復帰のための支援や自立した後の経済面や生活、就労
の支援を行う。

◆主な関連事業

○家庭での養育が困難な子どもや虐待を受けた子どもの支援について、里親による
養育や児童養護施設等の小規模化・地域分散化による家庭的な養育を推進するとと
もに、子どもの家庭復帰や自立後の支援の充実を図る必要がある。
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２ 障がい等のある子どもへの支援  

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業実績
　心身障がい児の早期発見・早期療育体制を確立して障がいの除去、軽減を図ると
ともに、社会参加を促進するため、医療看護、理学療法、作業療法、言語療法等を
行った。

◆課題と行動計画〈その１〉

○障がいのある子どもに生活能力向上のための訓練等の支援を行う障害児通所支援
事業所は年々増加しているが、地域によって整備の状況に差が見られ、事業所にお
ける支援サービスの質の確保が課題となっている。
○医療的ケア児とその保護者・家族が、地域で安心して生活できるよう、関係機関
が連携した総合的な支援体制が必要である。

○障がいのある子どもやその家族が、障がい種別や年齢に応じた適切な支援サービ
スが受けられるよう、地域における支援体制の確保に努める。
○医療的ケア児とその家族が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、保健、医
療、福祉、教育等各関連分野が協働する支援体制の構築に努める。

①障がい等のある子どもやその家族が安心して暮らすための支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－２－① 事業名 総合療育センター施設運営費
Ｒ４
実績

293,265千円

事業概要
　手足又は体幹の機能が不自由な児童に対し、通所又は入所により治療、訓練、生
活指導、教育等を行うとともに、総合的な外来診療を実施する。

施策
行動計画

Ⅳ－２－① 事業名 【新】医療的ケア児支援事業
Ｒ４
実績

12,090千円

事業概要
　事業所が提供する児童発達支援や放課後等デイサービス等の通所支援に要する費
用を負担する。

施策
行動計画

Ⅳ－２－① 事業名 未来へつなぐ子育て・教育充実事業
Ｒ４
実績

28,714千円

事業概要
　特別な支援を必要とする子どもたちの乳幼児期から学校卒業後まで、切れ目のな
い支援と学びを引継ぎ、子どもや保護者を支える体制を構築し、ニーズに応じた相
談支援を行う。

事業実績

・教育支援アドバイザーの配置（10名）
・事業担当者会（３回）
・特別支援学級教育課程研修会（各地区７回）
・特別支援教育推進会議（１回）
・地域戦略会議（各地区×４回）
・地域連携会議（各地区×３回）

事業実績
　障がい児通所支援事業所における児童発達支援や放課後デイサービス等の、障が
い児通所支援に要する費用を負担した。

事業概要
　医療的なケアを必要とする児童及びその家族に対し、相談対応や情報提供、交流
の場の提供等を行う「医療的ケア児支援センター」を設置するとともに、地域にお
いて児童への支援の総合調整を担うコーディネーターの養成等を行う。

事業実績

　総合療育センター内に医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児の保護
者や関係機関に対する相談支援、市町村の相談体制整備のための情報提供及び助
言、人材育成に係る研修開催等を行った。
・医療的ケア児コーディネーター等養成研修　１回開催
・医療的ケア児地域支援に係る合同会議　　　２回開催

施策
行動計画

Ⅳ－２－① 事業名
児童措置費
（障がい児通所給付費等）

Ｒ４
実績

2,825,253千円
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業実績
　発達障がい者支援センターを運営し、発達障がいの診断、専門的な相談支援、発
達支援、関係機関の研修・調整、発達障がいの広報啓発等を行った。

施策
行動計画

Ⅳ－２－② 事業名 発達障がい者支援センター運営事業
Ｒ４
実績

10,439千円

事業概要
　発達障がい児（者)支援の拠点として、発達障がいの診断、専門的な相談支援、発
達支援、関係機関の研修・調整、発達障がいの広報啓発等を行う。

事業概要
　発達障がい児（者）のライフステージに応じた支援体制整備のため、早期発見、
早期支援体制と市町村の相談支援体制整備の推進を図る。

事業実績

　身近な地域で適切な発達障がい支援が受けられる体制整備のため、各地域に発達
障がい地域支援マネージャーを配置するとともに、関係機関との各種会議や市町
村、保育所・幼稚園職員、障害児通所支援事業所等の職員、かかりつけ医等の研修
会、ペアレント・プログラムを行った。
・発達障がい地域支援マネージャー　浜通り・中通り・会津地域の３地域に配置
・発達障がい者支援センター連絡協議会　年１回開催
・発達障がい児支援者スキルアップ事業（方部別研修会）　11回開催
・発達障がい児支援者スキルアップ事業（支援研修会）　１回実施
・かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修　２回実施
・ペアレント・プログラム　県内８か所で実施

○発達障がい児（者）に対しては、早期発見・早期支援の考え方に立ち、支援機関
の連携を図るとともに、地域の支援者の養成や発達障がいに対応した医療機関の確
保等に努める。

②発達障がいのある子どもの早期発見・早期療育のための支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－２－② 事業名 発達障がい者支援体制整備事業
Ｒ４
実績

8,249千円

◆課題と行動計画〈その２〉

○発達障がい児（者）に対しては、早期に発見し、早期からの療育支援に加え、ラ
イフステージに沿った切れ目のない一貫した支援を行うための関係機関の連携が求
められる。



46 

３ ひとり親家庭に対する支援  

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　各保健福祉事務所に母子・父子自立支援員等を配置し、ひとり親家庭からの各種
相談対応や情報提供を行うことにより、ひとり親家庭の福祉の向上を図る。

事業実績 　母子家庭等からの生活全般に係る相談に対応した。

◆課題と行動計画〈その１〉

○ひとり親家庭の親は、家計維持と子育てを一人で担っており、社会的に孤立しや
すい状況にある。また、しつけが行き届かないなどの悩みや教育・進学に関する不
安を抱えている。

○ひとり親家庭に身近なところで、子育てや仕事をはじめ生活全般に関する情報提
供や助言を行う支援体制の充実を図る。

①相談体制の充実

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－３－①
Ⅳ－３－③

事業名 ひとり親家庭相談事業
Ｒ４
実績

30,249千円

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業実績

　外部委託により、母子家庭等就業・自立支援センターを設置し、母子家庭等から
の就業相談に対応するとともに、求人情報の提供、職業紹介、企業訪問等による求
人開拓等を行うことにより、母子家庭の母等の自立促進を図った。
・新規求人件数950件　・求職相談件数1,183件　・新規求職登録者数82名
・就職者数43名

事業概要
　ひとり親家庭に対して就業相談や求人情報の提供、職業紹介、就業支援セミナー
等を行うとともに、自立支援プログラムの策定を行うことにより、ひとり親家庭の
自立促進を図る。

◆課題と行動計画〈その２〉

○ひとり親家庭の自立のためには、安定した就業収入の確保が重要となるが、子育
ての負担感や就業経験の少なさ等様々な制約から、多くのひとり親が不安定な雇用
にならざるを得ない状況になっている。

○ひとり親家庭の状況を的確に把握し、その状況に応じたきめ細やかな就業支援を
目指すとともに、就職に有利な資格取得等職業能力の向上を図る。

②子育てや生活支援策の充実
③就業支援の推進

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－３－③
Ⅳ－３－⑤
Ⅳ－４－④

事業名
母子家庭等自立支援総合対策事業
（母子家庭等就業・自立支援事業）

Ｒ４
実績

14,246千円

事業概要
　ひとり親家庭の子供が抱える特有の課題に対し、ひとり親家庭の子どもが集まる
居場所づくりとして、悩み相談や基本的な生活習慣の習得支援、学習支援、食事の
提供等を行う市町村に対して補助する。

事業実績

　白河市、喜多方市及び伊達市に対し補助をし、学習支援、食事付きの放課後の居
場所の提供等を行った。
・実施回数　白河市44回、喜多方市306回、伊達市32回
・参加児童数　白河市391人、喜多方市973人、伊達市132人
・参加保護者等数　白河市167人、喜多方市446人、伊達市7人

施策
行動計画

Ⅳ－３－②
Ⅳ－４－③

事業名
母子家庭等自立支援総合対策事業
（子どもの生活・学習支援事業）

Ｒ４
実績

4,645千円
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　ひとり親家庭の生活の安定と自立を助けるため、児童の母親等に児童扶養手当を
支給する。

事業実績
　ひとり親世帯において，父又は母と生計を同じくしていない児童を監護する父、
母若しくは養育者に対して、手当を支給した。
・受給者数（県認定）　2,539人（令和5年3月末時点）福祉行政報告例公表値

○離別・死別に関わらずひとり親家庭に至るまでには、親も子も何らかの喪失感を
抱えているうえ、ひとり親家庭になってからは生活が大きく変化し、住まいと収入
の確保、子どもの養育等様々な困難に直面することになる。

○ひとり親家庭の経済的支えである児童扶養手当をはじめ、福祉資金の貸付、ひと
り親家庭医療費助成などにより、経済面での支援に努める。
○ひとり親家庭であることの制約や困難を可能な限り緩和し、心身ともに健康で豊
かな生活を営めるよう、ひとり親になる前の段階からの切れ目ない情報提供に努め
る。

事業概要
　ひとり親家庭の経済的負担を軽減し健康と福祉の増進を図るため、市町村で実施
しているひとり親医療費助成事業に対し、必要な経費の一部を補助する。

施策
行動計画

Ⅳ－３－④ 事業名 ひとり親家庭医療費助成事業
Ｒ４
実績

155,109千円

④経済的支援策の活用促進等
⑤情報提供機能の充実

◆主な関連事業

◆課題と行動計画〈その３〉

施策
行動計画

Ⅳ－３－④ 事業名 児童扶養手当給付費
Ｒ４
実績

1,200,250千円

事業概要
　母子（父子）家庭及び寡婦に対して、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図る
ために、修学資金等の資金の貸付事業を行う。

事業実績
　経済的な自立や児童の修学などに必要な資金の貸付を行った。
・母子福祉資金　48人　父子福祉資金　３人　寡婦福祉資金　１人　　合計　52人

施策
行動計画

Ⅳ－３－④ 事業名
母子父子寡婦福祉資金貸付事業費
（貸付金）

Ｒ４
実績

25,059千円

事業実績
　市町村が行うひとり親医療費助成事業に対し、補助を行った。
・補助先　58市町村
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４ 子どもの未来が貧困に妨げられないための支援  

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業実績

・補助対象法人数　21法人（25高等学校）等
・対象生徒数　　低所得者　　　311人
　　　　　　　　中所得者　　　801人
　　　　　　　　専攻科の生徒　 72人

施策
行動計画

Ⅱ－２－①
Ⅳ－４－①

事業名 高校等奨学資金給付事業
Ｒ４
実績

544,697千円

事業概要
　低所得世帯の高校生等の授業料以外の教育費負担を軽減するため、奨学資金を給
付する。

事業実績
　高校生等のいる低所得世帯に対し、教育の機会均等を図ることを目的とし、授業
料以外の教育に必要な経費を支援した。
・給付件数：4,420件

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅱ－２－①
Ⅳ－４－①

事業名 私立高等学校等就学支援事業
Ｒ４
実績

107,054千円

事業概要
　私立高等学校等の設置者が被生活保護世帯等の生徒に対して授業料等の免除等を
行った場合、免除額等を補助する。

◆課題と行動計画〈その１〉

○それぞれの家庭が抱える問題は、多様で必ずしも一つだけではないことから、経
済的な困窮などの様々な困難を抱えている家庭でも、学ぶ意欲と能力のある子ども
が将来の夢をかなえられるよう支援を届ける必要がある。

○幼児期から高等教育までの様々な段階における、切れ目のない教育費負担の軽減
に取り組む。

①教育費負担の軽減
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅳ－４－② 事業名
【新】ヤングケアラー支援体制
強化事業

Ｒ４
実績

17,695千円

事業概要

　本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている子
ども（ヤングケアラー）への支援体制を強化するため、児童生徒を対象とした生活
実態の調査を行うとともに、ヤングケアラーに係る広報啓発、支援者への研修、専
門家会議の開催、ヤングケアラーコーディネーターの配置等の各種事業を実施す
る。

事業実績

　ヤングケアラーへの支援体制を強化するため、実態調査、ヤングケアラーコー
ディネーターの配置等を行った。
・ヤングケアラー実態調査事業：対象者数：119,078名　回答数：102,389人
　　　　　　　　　　　　　　　回答率：86.0％
・ヤングケアラーコーディネーターの配置：配置人数　１名

事業概要
　貧困の世代間連鎖の解消を目指すため、生活困窮者等の世帯の小学生、中学生及
び高校生を対象に高校進学支援及び高校中退防止の取組等を行う。

事業実績
　支援実績
・県北：27件、県中：17件、県南：5件、会津・南会津：30件、相双：21件

施策
行動計画

Ⅲ－２－⑤
Ⅳ－４－③

事業名
福島県子どもの学習支援事業
【再掲】

Ｒ４
実績

23,419千円

事業概要
　教育相談体制の整備、道徳教育の充実、教員の指導力の向上、地域等との連携を
目指して、スクールカウンセラー等の配置、電話相談窓口の設置、研修会等を実施
する。

事業実績

　いじめの問題解消と未然防止、不登校等の問題行動等の対応に加えて東日本大震
災、原発事故被害によるストレス、不安に対して心のケアを行う目的でスクールカ
ウンセラーが派遣された（小学校130校、中学校202校、高校78校）。
　多様な問題に直面している児童生徒を支援するため、スクールソーシャルワー
カーを配置した（７教育事務所22名、31市町村34名）。

施策
行動計画

Ⅲ－２－①
Ⅳ－４－②
Ⅵ－２－②

事業名 ピュアハートサポートプロジェクト
Ｒ４
実績

756,433千円

◆課題と行動計画〈その２〉

○いわゆる「ヤングケアラー」について、家庭内のデリケートな問題であること等
により表面化しにくく、また、社会的認知度も低いことから、ヤングケアラーの実
情を早期に把握し、適切な支援につなげていく必要がある。
○生活困窮世帯など特に支援が必要と考えられる世帯において、生活困窮者自立支
援制度等の必要な支援制度の情報が届いていない傾向が見て取れることから、更に
制度の理解と利用促進を図る必要がある。

○早期に生活支援や福祉制度につなげるため、学校と地域・家庭の連携や、児童生
徒への心理的な支援に取り組む。
○生活困窮世帯等の子どもの生活・学習支援等に取り組む。
○経済的な困窮など複合的な困難を抱える保護者の状況に合った包括的な自立支援
に取り組む。

②学校・地域・家庭の連携
③生活困窮世帯等の子どもへの生活・学習の支援
④生活困窮世帯等の保護者への自立支援

◆主な関連事業
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事業概要
　ひとり親家庭の親等に対して、生活一般の相談支援や食育、家計管理等の講習会
の開催及び交流会、情報交換を実施することにより、ひとり親家庭等の生活の向上
を図る。

事業実績

　ひとり親家庭の生活を支援するため、県内で事業を実施した。
・実施回数　９回（福島市、会津若松市、郡山市、いわき市、喜多方市、南相馬
市、猪苗代町、中島村）
・参加人数　計67名
・内容　家計管理・生活支援講習会、就職相談、参加者同士の情報交換、生活の悩
み相談　等

施策
行動計画

Ⅳ－３－①
Ⅳ－４－④

事業名
母子家庭等自立支援総合対策事業
（ひとり親家庭等生活支援事業）

Ｒ４
実績

2,620千円

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　各種支援制度をまとめたリーフレット・ガイドブックを配布するとともに、支援
情報をまとめたポータルサイトを運営する。

事業実績

・中学２年生を対象に支援情報を掲載した「将来の夢応援ガイドブック」21,000部
を作成・配布
・令和５年４月から新たに小学１年生になるこどもの保護者へ支援情報を掲載した
「子どもの夢応援リーフレット」23,000部を作成・配布
・支援情報をスマートフォン等から確認できる「将来の夢応援サイト」を運営

事業概要
　地域の特性を生かした自主的な子育て支援や親支援の活動を促進し、地域全体で
子育てを支援する機運の一層の推進を図るため、民間団体や市町村の取り組みを支
援する。

事業実績

　民間団体が実施する地域の子育て支援や子ども食堂の開設、市町村が独自の創意
工夫により実施する子育て支援について補助を行った。
・民間団体　30件　補助額　14,953千円
・市町村　　１件　補助額　　 750千円

施策
行動計画

Ⅳ－４－⑤ 事業名 こどもの将来応援事業
Ｒ４
実績

3,334千円

◆課題と行動計画〈その３〉

○地域で子どもの健やかな成長を見守る場などとして広まっている子ども食堂など
の子どもの居場所については、資金やスタッフなどが不足しており、地域で子育て
を支える仕組みへの支援が必要。

○支援が届かない、届きにくい子どもや家庭に配慮し、早期の支援につなげるため
の仕組みづくりを進める。

⑤地域で支援を届ける仕組みづくり

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅳ－４－⑤
Ⅴ－１－④

事業名
子育ち・子育て環境づくり総合対策推
進事業（地域で支える子育て推進事
業）

Ｒ４
実績

16,550千円
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【基本方針Ⅳに係る指標一覧】 

 

 

 

年度 年度

Ⅳ　援助を必要とする子どもや家庭への支援

1　児童虐待防止

45 児童虐待相談対応件数 H30 1,549 件 R6 R3 1,985 件

46 里親等委託率 H30 24.6 ％ R6 31.6 ％ A

２　障がい等のある子どもへの支援

47
個別の教育支援計画の引継ぎ率（幼・
小・中・高）

R2 71.3 ％ R6 100 ％ 100 ％ 71.0 ％ D

48 障害児通所支援事業所数 H30 237 ヶ所 R6 454 ヶ所 A

49 障害児通所支援事業所の利用児童数 H30 4,168 人 R6 6,394 人 A

50
発達障がい者支援センターでの
相談件数

R2 1,331 件 ― 1,798 件

３　ひとり親家庭に対する支援

51
ひとり親家庭への医療費助成事業受給
資格登録世帯数

R1 16,182 世帯 ― 14,764 世帯

52 ひとり親家庭の親の就業率 R1 89.2 ％ R6

４　子どもの未来が貧困に妨げられないための支援

53
生活保護世帯の子どもの進学率
（高校等）

H30 92.4 ％ R6 R2 94.6 ％ A

54
生活保護世帯の子どもの進学率
（大学等）

H30 24.5 ％ R6 R2 16.1 ％ D

55
子どもの居場所の設置数
（子ども食堂など）

R2 66 ヶ所 R6 129 ヶ所 A増加を目指す ―

上昇を目指す ―

上昇を目指す ―

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

上昇を目指す ―

増加を目指す ―

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

増加を目指す ―

数値は毎年度
把握し分析す
る（目標値は設
定しない）

―

上昇を目指す ―

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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〈基本方針Ⅴ〉子育てを支える社会環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ ① 子どもを見守る地域社会の構築

③ 子育て支援環境づくりに関する啓発等

⑤ 地域住民による支援

① 男女共同参画の推進

②
子育てしやすい居住環境・
まちづくりの推進

④
子育て支援団体や企業等による
子育て支援活動の充実

②
ワーク・ライフ・バランスに配慮した
働き方の普及促進

③
育児休業制度等の定着と出産等により
退職した人の就業支援

〔基本方針〕 〔基本的施策〕 〔行動計画〕

1
地域ぐるみでの子育て
支援の推進

子
育
て
を
支
え
る

社
会
環
境
づ
く
り

2
子育てと社会参加の
両立のための
環境づくり

【基本方針の概要】 

○子どもたちが健やかに育つことができる環境づくりや子育てしやすい生

活環境づくりを推進します。 

○社会全体で子育て世帯への支援を進めるため、関係機関と連携を図りな

がら地域ぐるみでの子育て支援活動がさらに推進されるよう支援します。 

○男女がともに子育てに関わっていく社会づくりを進めるとともに、子育

てをしながら働き続けることのできる環境づくりのため、仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・バランス）を推進して、職場における子育て支援の

促進を一層図ります。 
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１ 地域ぐるみでの子育て支援の推進 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要

　最高速度30キロメートル毎時の区域規制とハンプ等の物理的デバイスとの適切な
組合せにより交通安全の向上を図ろうとする区域を「ゾーン30プラス」として設定
し、道路管理者と緊密に連携しながら、通学路、生活道路等における人優先の安全
安心な通行空間の整備の更なる推進を図る。

◆課題と行動計画〈その１〉

○子どもが犯罪や事故に遭わないような安全・安心で子育てしやすいまちづくりを
行う必要がある。

○子どもを見守る地域社会を構築するとともに、子育てしやすい生活環境づくりを
推進する。

①子どもを見守る地域社会の構築
②子育てしやすい居住環境・まちづくりの推進

◆主な関連事業

202,204千円
施策

行動計画
Ⅴ－１－① 事業名 ゾーン対策事業

Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅴ－１－① 事業名 犯罪に強い地域社会づくり事業
Ｒ４
実績

831千円

事業概要
　防犯ボランティア団体に対する腕章、ジャンパー等の物的支援のほか、防犯活動
に資する情報提供をメール（ＰＯＬＩＣＥメールふくしま）により行う。

事業実績
　防犯ボランティア10団体に対し、帽子、ベスト、ジャンパー等の防犯活動用物品
を支援した。

事業実績

　通学路や住宅街などの生活道路における歩行者の安全を確保するため、交通規制
の見直しや、交通信号機の新設、路側式標識の設置を行った。
　生活道路の速度及び通過交通抑制に重点を置いた対策として、ゾーン30プラスの
整備に向けた取組を推進した。
・ゾーン30の整備箇所　累計71箇所
・ゾーン30プラスの整備計画策定箇所　計３箇所

事業概要
　多世代同居・近居による子育て環境や高齢者見守りの充実等を図るため、親世帯
と子育て世帯が同居・近居するための住宅取得やリフォームに対し、補助する。

事業実績
【補助件数】 150件
　うち、子育て世帯(同居) 39件

施策
行動計画

Ⅴ－１－② 事業名 福島県多世代同居・近居推進事業
Ｒ４
実績

59,100千円

施策
行動計画

Ⅴ－１－② 事業名 やさしい道づくり推進事業
Ｒ４
実績

107,997千円

事業概要

　公共施設や福祉施設の周辺の歩道等において、ユニバーサルデザインに基づいた
段差の改善や視覚障がい者誘導用ブロックの設置、車いすでのスムーズなすれ違い
確保のための歩道拡幅などを実施する。
・一般県道二本松安達線外３箇所

事業実績
　高齢者や子ども、障がい者を含む全ての人々にとって安全で安心できる道路とす
るため、歩道の段差解消を図る事業を県内４箇所にて行った。
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅳ－４－⑤
Ⅴ－１－④

事業名
子育ち・子育て環境づくり総合対策推
進事業（地域で支える子育て推進事
業）【再掲】

Ｒ４
実績

16,550千円

事業概要
　地域の特性を生かした自主的な子育て支援や親支援の活動を促進し、地域全体で
子育てを支援する機運の一層の推進を図るため、民間団体や市町村の取り組みを支
援する。

事業実績

　民間団体が実施する地域の子育て支援や子ども食堂の開設、市町村が独自の創意
工夫により実施する子育て支援について補助を行った。
・民間団体　30件　補助額　14,953千円
・市町村　　１件　補助額　　 750千円

◆課題と行動計画〈その２〉

○本県の三世代同居率は全国に比べて高いとはいえ、核家族化の進行や地域社会の
連帯感の希薄化等により、子育て世帯の孤立化が進んでいる。

Ⅴ－１－⑤
Ⅵ－２－②

事業名 地域の寺子屋推進事業
Ｒ４
実績

施策
行動計画

Ⅴ－１－④ 事業名 子育て応援パスポート事業
Ｒ４
実績

○社会全体で子育てを支援していく環境づくりを推進するため、関係機関と連携を
図りながら、子育て支援の在り方等について意見交換等を行い、施策への反映を目
指す。
○子育て世帯への支援を進めるためには、子育て支援団体等と協力・連携していく
ことが不可欠であり、これらの団体の連携を図ることによって、地域における子育
て支援活動が更に推進されるよう支援する。

③子育て支援環境づくりに関する啓発等
④子育て支援団体や企業等による子育て支援活動の充実
⑤地域住民による支援

3,217千円

事業概要
　社会全体で子育てを支援するため、昔ながらの遊びや伝統を子どもたちに伝える
「地域の寺子屋」を県内各地で開催し、本県の復興を担う子どもたちを社会全体で
育てる。

事業実績
・地域の寺子屋セミナー　６回開催　参加者161名
・寺子屋交流会　13回開催　参加者475名

857千円

事業概要
　本県の子育て支援の進捗状況報告等のため、「福島県子ども・子育て会議」を開
催する。また、子ども・子育て支援新制度の着実な実施のため、県、市町村、関係
団体で地域ごとの課題共有や利害調整等を行う。

事業実績
　子ども・子育て会議２回、計画部会１回、認定こども園部会２回（オンライン）
開催

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅴ－１－③ 事業名
子育ち・子育て環境づくり総合対策推進事
業（地域で支える子育て推進事業　除く）

Ｒ４
実績

1,182千円

事業概要
　子育てしやすい県づくりの機運を高めるため、国、地方自治体、事業者が一体と
なって子育てを応援する仕組みとして、子育て支援サービスが受けられるパスポー
トを子育て家庭に対し交付する。

事業実績
　子育て応援パスポート事業への協賛申請書・協賛内容変更届・協賛廃止届の提出
を電子申請可能にしたことで、手続きを簡略化した。
・カード配布数　23,920枚

施策
行動計画
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２ 子育てと社会参加の両立のための環境づくり 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

◆課題と行動計画〈その１〉

施策
行動計画

Ⅴ－２－①
Ⅴ－２－②

事業名 女性活躍促進事業
Ｒ４
実績

6,918千円

①男女共同参画の推進
②ワーク・ライフ・バランスに配慮した働き方の普及促進
③育児休業制度等の定着と出産等により退職した人の就業支援

◆主な関連事業

○本県の育児をしながら働いている女性の割合は全国平均よりも高くなっており、
結婚・子育てと仕事の両立を望む女性が増え、共働き家庭が増加しているが、固定
的な性別役割分担意識はいまだ社会に根強く残っており、女性が仕事とともに家事
や育児を担うなど負担が重いものとなっている。
○近年、育児休業制度の拡充や働き方改革による時間外労働の上限規制など制度面
の改善は進んでおり、男性の育児休業取得率は上昇傾向にあるが、子育て期と重な
る男性の長時間労働は依然改善されていない。

○個人の価値観を尊重し、男女がともに子育てに関わっていく社会づくりを進める
とともに、子育てをしながら働き続けることのできる環境づくりのため、仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進して、職場における子育て支援の促
進を一層図る。
○仕事と育児の両立支援に積極的に取り組む企業や、仕事と生活のバランスが取れ
る働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を支援する。

事業概要
　福島県次世代育成支援企業認証取得企業に対し、助成金・奨励金により労働環境
の整備や、女性活躍、男性の育児参加、長時間労働の是正等の取組を支援し、働き
やすい職場環境づくりを促進する。

事業実績
・働きやすい職場環境づくり推進助成金　12件
・働き方改革支援奨励金 　22件（男性育休21、有休取得促進１）

事業概要
　固定的な男女の役割分担意識を変え、男性の家事・育児等への参画に関する理解
を深めるためのイベントや企業や団体等の要望に応じたキラっ人さんの講師派遣、
子育て中の男性を対象としたカジダン出前セミナー等を開催する。

事業実績

　女性活躍推進をテーマとする講演会のほか、当該講師と県内で活躍している女
性、女性活躍に取り組む企業の代表者及び知事によるトークセッションを9月8日に
開催した。（240名参加）
　また、男性の家事・育児等への参画を推進するため、男性の家事・育児参画に関
する啓発冊子を作成したほか、男性の家事・育児参画に関するコラムや手軽で簡単
に作れる料理レシピ等をポータルサイトに掲載した。
　その他、女性活躍応援ポータルサイトに下記情報を掲載した。
　①女性人材情報システム運用（R5.3.31現在　236名登録）
　②女性人材情報収集および発信（R5.3.31現在　169名掲載）
　　※リスト登録者のうちポータルサイトに掲載している人数
　③女性活躍応援ポータルサイト「キラっ人☆ふくしま」運営
    （R5.3.31現在　59団体、86名掲載）

施策
行動計画

Ⅴ－２－③ 事業名
女性活躍・働き方改革促進事業
（助成金、奨励金事業）

Ｒ４
実績

9,315千円

事業概要
　県内企業の「働く女性応援」中小企業認証、「仕事と生活の調和」推進企業認証
取得を進め、各企業の女性活躍やワーク・ライフ・バランスの取組を推進する。

事業実績

○「働く女性応援」中小企業認証
・認証数　41件 　累計413件
○「仕事と生活の調和」推進企業
・認証数　39件　累計534件

施策
行動計画

Ⅴ－２－① 事業名
女性活躍・働き方改革促進事業
（次世代育成支援企業認証）

Ｒ４
実績

2,876千円
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【基本方針Ⅴに係る指標一覧】

 

 

年度 年度

Ⅴ　子育てを支える社会環境づくり

１　地域ぐるみでの子育て支援の推進

56
子ども（中学生以下）の交通事故死傷者
数

R1 207 人 R6 144 人 A

57
ユニバーサルデザインに配慮した歩道
の整備率

R2 67.0 ％ R6 68.0 ％ 67.6 ％ 67.6 ％ A

58 通学路における安全対策の完了率 R2 49.0 % R6 60.0 ％ 55.0 ％ 63.0 ％ A

59 「やさしさマーク」交付数（累計） H30 436 件 R6 446 件 A

60 おもいやり駐車場協力施設数（累計） H30 1,207 ヶ所 R6 1,253 ヶ所 A

61 ファミたんカード協賛店舗数 H30 4,040 店舗 R6 4,500 店舗 4,347 店舗 3,837 店舗 D

62
福島県で子育てを行いたいと回答した
県民の割合（意識調査）

R1 61.8 ％ R6 72.6 ％ 68.0 ％ 61.4 ％ D

２　子育てと社会参加の両立のための環境づくり

63 福島県次世代育成支援企業認証数 H30 595 社 R6 822 社 796 社 947 社 A

64
ポジティブ・アクションの措置がある企業
の割合

H30 7.2 ％ R6 8.2 ％ A

65 年次有給休暇の取得率 H30 50.0 ％ R6 61.5 ％ A

66
男性の育児休業の取得率
（民間（事業所30人以上））

H30 8.7 ％ R6 17.0 ％ 12.7 ％ 20.4 ％ A

67
男性職員の育児休業の取得率
（福島県※知事部局）

Ｒ1 17.8 ％ R6 80.0
％
以
上

40.0
％
以
上

62.9 ％ A

68
出産、育児等を理由とした退職者の再
雇用特別措置を設けている企業の割合

H30 18.1 ％ R6 18.8 ％ A

69 女性就業率 H27 46.3 ％ R6 R2 50.6 ％ A上昇を目指す ―

上昇を目指す ―

上昇を目指す ―

上昇を目指す ―

増加を目指す ―

増加を目指す ―

減少を目指す ―

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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〈基本方針Ⅵ〉東日本大震災からの復興  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針の概要】 

○震災後の本県にあって、子どもの発育にとって「遊び」は極めて重要で

あり、子どもの遊び環境の充実を図るとともに、本県の未来を担う子ども

たち自身が震災や復興と向き合い理解するための取組を支援します。 

○長期にわたる県民健康調査を継続していくほか、依然として、様々な不

安を有している家庭等があることを踏まえ、心のケアの支援をするなど、

被災した子どもや保護者に寄り添った支援を図ります。 

Ⅵ ① 給食の安全・安心確保

② 遊びの環境づくりへの支援

③ 健康マネジメント能力の育成

④ 震災・復興に関する情報発信

⑤ 地域づくりで活躍する若者の応援

① 放射線に係る保健・医療体制の整備

〔基本方針〕 〔基本的施策〕 〔行動計画〕

1
震災からの復興に向け
た取組の支援

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

2
子どもの心身の健康を
守る取組の推進

②
震災被害等に関する子どもや保護者の
心身のケア
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１ 震災からの復興に向けた取組の支援  

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

239,009千円

事業概要
　屋内遊び場の整備及び運営に要する費用について市町村に補助する。併せて、外
遊びの場所の確保や自然体験活動の普及、体を動かすイベントを実施する。

事業実績

　屋内遊び場を継続運営する19市町村に対して補助を行った。また、子どもが野外
空間で創造的な遊びを行うことができる「冒険ひろば」の取り組みを実施する団体
に事業を委託し、126回の冒険ひろばを実施するとともに、（公財）ふくしまフォレ
スト・エコ・ライフ財団に業務委託し、主に未就学児向けに自然体験等の企画を年
間32回実施した。

施策
行動計画

Ⅵ－１－② 事業名
チャレンジふくしま
豊かな遊び創造事業

Ｒ３
実績

施策
行動計画

Ⅲ－２－②
Ⅵ－１－③

事業名
ふくしまっ子健康マネジメント
プラン【再掲】

Ｒ４
実績

7,095千円

事業概要

　原子力発電所の事故に起因する屋外での活動制限等により子どもの体力低下や肥
満の増加など児童生徒の将来における健康リスクが増加したことから、学校と家庭
が連携し、将来にわたり自ら健康課題解決に積極的に取り組めるよう健康マネジメ
ント能力を育成するなど、望ましい運動習慣や食習慣を形成する事業を展開する。

事業実績

・自分手帳発行・配布　14,743冊
・健康教育専門家派遣　37件（13人派遣）
・健康マネジメント支援委員会　２回開催
・小中学生を対象とした「みんなで跳ぼう！なわとびコンテスト」
　長なわ：158校（646チーム）、短なわ：3,856人

事業概要
　児童福祉施設等の給食用食材に対する保護者等の不安を軽減し、給食に関してよ
り一層の安全・安心を確保するため、児童福祉施設等の給食の検査体制の整備を図
る。

事業実績
　９の県立児童養護施設・障がい児施設において給食検査を実施するとともに、11
の民間児童養護施設・障がい児施設及び27の市町村に対して補助金を交付した。

◆課題と行動計画〈その１〉

○東日本大震災以降、放射性物質への不安から県内の子どもたちの外遊びの機会が
制限されたことでの運動不足等の影響もあり、肥満傾向が高い状況が改善されてい
ない。このため、屋内外の遊び環境づくりの支援や体を動かす機会の確保と共に、
児童生徒自らが将来にわたり健康課題に積極的に取り組める力の育成を継続して
行っていく必要がある。

○震災の影響により、県内の子どもの遊び環境は大きく変化したことから、子ども
の発育に極めて重要な「遊び」について積極的に取り組んでおり、引き続き遊び環
境の充実に努める。また、震災の影響により、将来にわたる子どもの健康リスクが
増加したことから、児童生徒自らが積極的に健康課題に取り組める自己マネジメン
ト能力の育成を推進する。

①給食の安全・安心確保　　　　　③健康マネジメント能力の育成
②遊びの環境づくりへの支援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅵ－１－① 事業名 児童福祉施設等給食体制整備事業
Ｒ４
実績

112,065千円
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

施策
行動計画

Ⅵ－１－④ 事業名
震災と復興を未来へつむぐ高校生
語り部事業

Ｒ４
実績

4,602千円

事業概要

　震災と復興に関する地域課題探究学習を通して、福島における震災、復興、そし
て未来について、自分の考えを持ち、自分の言葉で語ることのできる「高校生語り
部」を育成する。
　この学びの過程で、生徒の思考力、判断力、表現力等を育成するとともに、県内
外の高校生等との交流を通して、震災に関わる風化防止、風評払拭につなげる。

事業実績

・震災や復興に関する地域課題探究学習を行い、その成果を県内外及び海外に発信
する「実践校」に27校を指定するとともに、県伝承館にて研修を行う「研修校」に
は２３校を指定し、各校の取組を支援した。
・「実践校」の成果報告及び語り部実践の場として、1月24日に語り部交流会をオン
ラインにて開催した。
・県外の高校との交流を12月から3月にかけてオンラインを中心に計５回実施した。
・伝承館での教員研修については、高校は全県立高校の代表教員を対象とし7月14日
に、小中学校は若手の希望者等を対象に12月6日に実施した。

事業概要
　県内外の小中高の児童・生徒が東日本大震災・原子力災害伝承館学習を活用して
行う学習活動に対し支援する。

事業実績

　県内外の小中学校及び高等学校の児童・生徒が、学習活動で伝承館を活用する際
の費用に対し、予算の範囲内で補助を行った。
１　貸切バス補助
　・補助対象　県内小中学校及び高等学校（直接補助）
　・補助率　　定額補助（所在方部毎に限度額を設定））
　・実績：補助金額22,859千円　補助件数　128件　バス台数　288台
２　入館料補助
　・補助対象　伝承館（指定管理者）（間接補助）
　・補助率　　10/10
　・実績：
　　　　　　　　　　利用学校団体（単位：校）　　　　利用者数（単位：人）
　　　県　内　　　　　　　 191　　　　　　　　　　　　　　　　11,344
　　　県　外　　　　 　　　122　　　　　　　　　　　　 　　　　6,933
　　　　計　　　　　　　　 313                                18,277

３　申請サポート（窓口）業務委託
　　貸切バス代補助に係る学校、旅行代理店等からの問合せ対応、申請書類等の
　提出サポート及び受付業務等について、業務効率化を図るため外部委託した。
　・実績：　申請書類の受理件数128件

○震災から10年経った現在、子どもたちや保護者の中で、震災当時の記憶や震災に
関する関心が薄れつつある。

○ふくしまの未来を担っていく子どもたち自身が震災や復興と向き合い理解するた
めの取組を支援する。

④震災・復興に関する情報発信
⑤地域づくりで活躍する若者の応援

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅵ－１－③ 事業名
東日本大震災・原子力災害伝承館
学習活動支援事業

Ｒ４
実績

28,403千円

◆課題と行動計画〈その２〉
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２ 子どもの心身の健康を守る取組の推進  

 

 

 

 

○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

Ｒ４
実績

2,812,108千円

事業概要
　復興公営住宅等に避難生活をしている子どもを持つ家庭を、子ども健やか訪問員
が訪問し,生活や育児等の相談に対応して、子育て家庭の不安の軽減を図る。

事業実績
　復興公営住宅等へ避難生活をしている子どもを持つ家庭を訪問し、生活や育児等
の相談に対応して不安の軽減を図った。
・訪問件数：実103件、延170件（訪問員34件、職員136件）

事業概要

　東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故による放射性物質の拡散や避難等を
踏まえ、県民の被ばく線量の評価を行うとともに、県民の健康状態を把握し、疾病
の予防、早期発見、早期治療につなげ、もって、将来にわたる県民の健康の維持、
増進を図るために県民健康調査を実施する。

事業実績

１　県民健康調査の実施
　(1) 基本調査
　　  被ばく線量推計結果送付件数　累計554,741件（令和4年3月31日現在）。
　(2) 甲状腺検査
　　　検査5回目を実施（令和2年度から令和4年度　検査対象者252,902名）。
　　　25歳時の節目の検査を実施中（対象者：各年度25歳を迎える方）。
  　　30歳時の節目の検査を実施中（対象者：各年度30歳を迎える方）。
　(3) 健康診査
　　　平成23年3月11日～平成24年4月1日に避難区域等に住民登録していた方等
　　を対象に健康診査を実施。
　　　既存検診対象外の県民に対する健康診査を実施。
　(4) こころの健康度・生活習慣に関する調査
　　　避難区域等の住民に対し調査票により実施（調査対象者211,448名）。
　(5) 妊産婦に関する調査
　　　「平成26年度妊産婦に関する調査」に回答あった方のうち、母子ともに
　　居住が確認された方を対象にフォローアップ調査を実施。
２　放射線と健康アドバイザリーグループ
　　市町村への助言を、依頼のあった２市町村に実施。

施策
行動計画

Ⅰ－２－③
Ⅵ－２－①
Ⅵ－２－②

事業名
被災した子どもの健康・生活対策総合
支援事業（子ども健やか訪問事業）

Ｒ４
実績

445千円

◆課題と行動計画〈その１〉

○本県の子育て世帯は震災の影響による健康上の不安を抱きながら生活している。
県民意識調査においても、いまだ５割の方が震災による子どもの健康への影響を心
配している。

○放射線による健康への影響の未然防止、早期発見及び早期治療等万全の措置を講
じ、子どもたちの健康を長期にわたって見守っていく。

①放射線に係る保健・医療体制の整備

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅵ－２－① 事業名 県民健康調査事業
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○ 現状と課題

○ 施策の方向

○ 行動計画

事業概要
　東日本大震災により、孤児・遺児となった児童の生活及び修学を支援するため、
対象者が大学等を卒業するまでの間、寄附を原資とした基金から定額の給付を行
う。

事業実績
　東日本大震災により、保護者が死亡又は行方不明になった孤児・遺児を対象に、
生活費及び修学費を支援した。
・給付実績　51,860千円

　医療・福祉・教育等の関係機関と緊密に連携しながら、医師や公認心理師などの
専門職によるアウトリーチ支援等を通し、子どもたちの心のケアに努める。

事業実績

○こどもの心の支援センター事業
　専門的人材の派遣や研修会の開催、心の健康の普及啓発等を行うことにより、県
外避難者を含め、震災により様々なストレスを受けた子どもやその保護者及び支援
者への継続的支援を実施した。
・支援者研修　              　　　  　　　７回開催
・心身のケア相談会・講習会（専門職派遣） 414回開催
・和会・交流会　　　　　　　　　　　 　　 88回開催
・相談会（県外避難者） 　　　　　  　　  381名参加
・ストレスケア講習　　 　　　　　　　　　 ８回開催

施策
行動計画

Ⅵ－２－② 事業名 東日本大震災子ども支援基金事業
Ｒ４
実績

52,366千円

子どもの心のケア事業
（子どもの心のケアセンター）

Ｒ４
実績

122,897千円

○現在も東日本大震災により県内外へ避難している子どもたちが多数おり、子ども
だけでなく保護者も精神的な負担が解消されていない状況。

○震災から10年経った今も依然として、震災による様々な不安を持つ家庭等がある
ことを踏まえて、子どもや保護者に対して、相談・援助などきめ細かな心身のケア
に取り組んでいく。

②震災被害等に関する子どもや保護者の心身のケア

◆主な関連事業

施策
行動計画

Ⅵ－１－②
Ⅵ－２－②

事業名
被災した子どもの健康・生活対策等総
合支援事業（子どもの遊び確保と心身
の健康の相談・援助事業）

Ｒ４
実績

87,316千円

事業概要
　市町村が保育所等で実施する子どもの遊びの確保と心身の相談・援助事業に対し
て補助を行う。

事業実績

　15の市町村を対象に、保育所や幼稚園、放課後児童クラブなどで実施する子育て
イベントや専門家等による子どもの遊びの支援などに関する事業の補助を行った。
　13の市町村を対象に、市町村が実施する被災児童に対する心身の健康に関する相
談・援助等を行う事業の補助を行った。

施策
行動計画

Ⅵ－２－② 事業名

◆課題と行動計画〈その２〉

事業概要



62 

【基本方針Ⅵに係る指標一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 年度

Ⅵ　東日本大震災からの復興

※指標なし

達成
状況施策に関する指標名

基準値
（計画改定時
の値）

目標値 年度目標値

実績値
（令和４年度）

※令和４年度実績が
出ていない指標は、
左欄に実績年度を

記載
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 参考   

 

・東日本大震災に係る子どもの避難者数 
 

・令和４年度子育て支援推進関連予算 

 

・「子育てしやすい福島県づくり条例」 

 

・「福島県子どもを虐待から守る条例」 
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 東日本大震災に係る子どもの避難者数 

令和５年４月１日現在の１８歳未満の子どもの避難者数は、県内避難 407

人、県外避難 3,323 人、合わせて 3,730 人となっており、いまだ多くの子ど

もが避難を余儀なくされている。 

（単位：人）

県内 県外 県内 県外
1 福島市 521 0 521 30 柳津町 0 0 0
2 会津若松市 44 0 44 31 三島町 0 0 0
3 郡山市 906 0 906 32 金山町 0 0 0
4 いわき市 409 0 409 33 昭和村 0 0 0
5 白河市 12 0 12 34 会津美里町 2 0 2
6 須賀川市 22 0 22 35 西郷村 0 0 0
7 喜多方市 0 0 0 36 泉崎村 0 0 0
8 相馬市 3 0 3 37 中島村 0 0 0
9 二本松市 149 0 149 38 矢吹町 0 0 0

10 田村市 10 6 4 39 棚倉町 10 0 10
11 南相馬市 414 206 208 40 矢祭町 0 0 0
12 伊達市 77 0 77 41 塙町 0 0 0
13 本宮市 4 0 4 42 鮫川村 0 0 0
14 桑折町 1 0 1 43 石川町 0 0 0
15 国見町 14 0 14 44 玉川村 2 0 2
16 川俣町 46 23 23 45 平田村 0 0 0
17 大玉村 15 0 15 46 浅川町 0 0 0
18 鏡石町 22 0 22 47 古殿町 0 0 0
19 天栄村 0 0 0 48 三春町 0 0 0
20 下郷町 0 0 0 49 小野町 2 0 2
21 檜枝岐村 0 0 0 50 広野町 7 0 7
22 只見町 0 0 0 51 楢葉町 93 56 37
23 南会津町 0 0 0 52 富岡町 143 3 140
24 北塩原村 0 0 0 53 川内村 50 46 4
25 西会津町 0 0 0 54 大熊町 408 45 363
26 磐梯町 0 0 0 55 双葉町 110 6 104
27 猪苗代町 5 0 5 56 浪江町 204 6 198
28 会津坂下町 0 0 0 57 葛尾村 0 0 0
29 湯川村 0 0 0 58 新地町 0 0 0

59 飯舘村 25 10 15

：原発避難者特例法に指定されている市町村

R4.4.1現在 4,896 542 4,354

増減数 ▲ 1,166 ▲ 135 ▲ 1,031

計 3,730 407 3,323

東日本大震災に係る１８歳未満の子どもの避難者数調べ
（市町村が把握している人数）

市町村名

令和5年4月1日現在の把握数（避難先別）

市町村名

令和5年4月1日現在の把握数（避難先別）

（18歳未満避難者） （18歳未満避難者）
避難先別 避難先別

13,998 13,332 12,759 12,006 11,582 10,286 9,912 

1,983 802 776 542 407

16,970
15,816

13,308
11,492 

9,846 
8,624 7,575 

6,801 
5,690 4,828 4,354

3,323

30,968
29,148

26,067
23,498

21,428
18,910

17,487

8,784
6,492 5,604 4,896

3,730

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

24.10.1 25.4.1 26.4.1 27.4.1 28.4.1 29.4.1 30.4.1 31.4.1 2.4.1 3.4.1 4.4.1 5.4.1

県内避難者数 県外避難者数

※令和5年4月1日時点の避難者数である。

※平成31年4月1日時点の公表より、福島県災害対策本部発表の「平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」

各月報と同様の集計方法としている。

◆避難者のうち18歳未満のこどもの内訳（避難先別） 【出典】福島県こども・青少年政策課調べ

（単位：人）
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（単位：千円）
基本方針 基本的施策 行動計画

R.4 2,151,457 R.4 510,055 R.4 202,698

R.3 2,191,832 R.3 567,691 R.3 142,799

R.4 307,357

R.3 424,892

R.4 200,065

R.3 139,848

R.4 1,641,402 R.4 1,300,967

R.4 61,172,840 R.3 1,624,141 R.3 1,120,306

R.3 63,097,827 R.4 237,645

R.3 438,845

R.4 当初予算額
R.4 101,778

R.3 当初予算額
R.3 64,482

R.4 1,012

R.3 508

R.4 27,419,933 R.4 5,180,796 R.4 1,283,453

R.3 28,738,038 R.3 5,460,979 R.3 1,972,837

R.4 644,072

R.3 35,445

R.4 72,236

R.3 72,114

R.4 1,543,694

R.3 2,283,519

R.4 2,891,416

R.3 3,013,305

R.4 2,836,680

R.3 2,888,323

R.4 22,239,137 R.4 21,563,464

R.3 23,281,826 R.3 22,277,740

R.4 675,673

R.3 1,004,086

R.4 8,780,182 R.4 1,836,866 R.4 1,251

R.3 8,698,048 R.3 1,793,849 R.3 1,204

R.4 1,601,130

R.3 1,003,194

R.4 37,680

次項へ続く
R.3 1,496

R.4 196,805

R.3 787,955

　Ⅰ

　Ⅱ

　Ⅲ

出会い・結婚・
妊娠・出産の
希望の実現

子育て支援

子どもの
健やかな
成長と自立

不妊や不育症に悩む夫婦に対する支援

１
子どもの尊重と生きる力の
応援

(1) 子どもの権利に関する啓発

(3) 妊娠期からの継続的な支援体制の強化

(4)
妊娠・出産・子育てに係る正しい知識の普
及啓発

(4)
幼児教育の充実及び認定こども園への移
行推進

２
切れ目のない妊産婦・乳幼
児への保健・医療対策

(1)

子どもたちの健全な育成のための環境づく
り

子育て家庭の経済的負担の軽減

子育て等に関する相談・情報提供体制の整
備

子どもの参画の推進

子育て支援推進

関連予算額計

不登校やひきこもり状態等の子どもへの支
援

当初予算 当初予算

(5) 子育て支援の拠点や子どもの居場所づくり

(6)
多様なニーズに対応した子育て支援サービ
スの推進

安心して妊娠・出産・子育てできる保健・医
療体制の整備

１ 子育て支援サービスの充実 (1) 保育の受け皿の整備

(2) 保育人材の確保

(3) 保育の質の向上

当初予算

１
家庭を築き子どもを生み育
てる環境づくり

(1) 家庭・子育てに関する教育・啓発の推進

(2) 若者の就業に対する支援

(3) 独身男女の交流等への支援

２
子育て家庭の負担軽減と相
談・情報提供体制の整備

(1)

(2)

(2)

(4)

(2)

(3)

令和４年度子育て支援推進関連予算（前年度比較）
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（単位：千円）
基本方針 基本的施策 行動計画

R.4 7,042,894 R.4 888,423

R.3 7,754,434 R.3 766,740

R.4 327,853

R.3 332,398

R.4 470,312

R.3 420,582

R.4 203,924

R.3 171,961

R.4 5,152,382

R.3 6,065,570

R.4 105,268 R.4 6,723

R.3 67,696 R.3 6,467

R.4 98,545

R.3 61,229

R.4 14,884,679 R.4 2,647,114 R.4 17,786

R.3 15,266,333 R.3 2,472,127 R.3 17,786

R.4 37,904

R.3 7,026

R.4 54,643

R.3 6,945

R.4 2,541,827

R.3 2,441,649

R.4 5,561,020 R.4 5,537,898

R.3 6,204,043 R.3 6,180,251

R.4 23,122

R.3 23,792

R.4 1,656,555 R.4 36,213

R.3 1,730,320 R.3 2,621

R.4 5,374

R.3 4,581

R.4 86,543

R.3 86,266

R.4 1,570,202

R.3 1,645,036

R.4 14,247

R.3 14,248

R.4 5,058,178 R.4 4,039,928

R.3 4,897,337 R.3 4,026,587

R.4 863,654

R.3 739,119

R.4 95,613

R.3 94,927

R.4 32,813

次項へ続く
R.3 32,913

R.4 26,170

R.3 3,791

　Ⅳ

援助を必要と
する子どもや
家庭への支援

(4) 生活困窮世帯等の保護者への自立支援

家庭での養育が困難な子どもや虐待を受
けた子どもに対する支援

２
障がい等のある子どもへの
支援

(1) 相談体制の充実

(2) 学校・地域・家庭の連携

(3)
生活困窮世帯等の子どもへの生活・学習支
援

(5) 情報提供機能の充実

(1) 教育費負担の軽減

(5) 地域で支援を届ける仕組みづくり

子育てや生活支援策の充実

(3) 就業支援の推進

(4) 経済的支援策の活用促進等

(4)
家庭教育への支援と地域と連携した教育
の推進

１ 児童虐待防止

(1)
障がい等のある子どもやその家族が安心し
て暮らすための支援

(2)

(1) 地域で子どもを守る取組

３
学童期・思春期から成人期
に向けた保健対策

(1)
思春期における健康教育・健康づくりの推
進

(2) 食育の推進

(2) 育児不安等を抱える親に寄り添う支援

発達障がいのある子どもの早期発見・早期
療育のための支援

３

学校の教育環境の整備

(3) 児童虐待防止体制の整備

(2) 健やかな体の育成

(3) 確かな学力の育成

豊かなこころの育成

当初予算 当初予算 当初予算

２ 教育の充実 (1)

(5)

(2)

ひとり親家庭に対する支援

４
子どもの未来が貧困に妨げ
られないための支援

(4)
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（単位：千円）
基本方針 基本的施策 行動計画

R.4 7,613,448 R.4 2,143,782 R.4 206,577

R.3 7,639,195 R.3 1,963,454 R.3 97,444

R.4 1,898,888

R.3 1,826,378

R.4 2,174

R.3 2,158

R.4 32,886

R.3 34,216

R.4 3,257

R.3 3,258

R.4 5,499,407 R.4 51,549

R.3 5,675,741 R.3 83,062

R.4 200,923

R.3 228,628

R.4 5,244,674

R.3 5,411,790

R.4 6,840,096 R.4 1,174,762 R.4 255,916

R.3 6,870,424 R.3 1,204,136 R.3 270,135

R.4 858,855

R.3 876,956

R.4 8,935

R.3 0

R.4 51,056

R.3 57,045

R.4 5,763,967 R.4 3,694,110

R.3 5,766,208 R.3 3,682,872

R.4 2,072,557

R.3 2,086,037

※　項目間に事業の重複があるため、小項目欄や中項目欄の合計は、中項目欄や大項目欄の合計とは必ずしも合致しません。

(3) 健康マネジメント能力の育成

子どもの心身の健康を守る
取組の推進

(1) 放射線に係る保健・医療体制の整備

(2)
震災被害等に関する子どもや保護者の心
身のケア

　Ⅴ

　Ⅵ

子育てを支え
る社会環境づ

くり

東日本大震災
からの復興

２
子育てと社会参加の両立の
ための環境づくり

１
震災からの復興に向けた取
組の支援

(1) 給食の安全・安心確保

(2) 遊びの環境づくりへの支援

(4) 震災・復興に関する情報発信

子どもを見守る地域社会の構築

子育てしやすい居住環境・まちづくりの推進

(3)
育児休業制度等の定着と出産等により退
職した人の就業支援

地域住民による支援

(1) 男女共同参画の推進

(2)
ワーク・ライフ・バランスに配慮した働き方の
普及促進

(4)
子育て支援団体や企業等による子育て支
援活動の充実

(5)

１
地域ぐるみでの子育て支援
の推進

(3) 子育て支援環境づくりに関する啓発等

(1)

当初予算 当初予算 当初予算

２

(2)
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子育てしやすい福島県づくり条例 

平成二十二年十二月二十四日 

福島県条例第八十号 

改正 平成二五年一〇月一一日条例第七二号 

 

子どもは、いつの時代においても「社会の宝」であり、「未来への希望」で

す。将来の福島県を担う子どもが、家庭や地域の愛に包まれながら、心身とも

に健やかに育つことは、私たち福島県民すべての願いです。 

しかしながら、近年の子育てを取り巻く環境は、核家族化や少子化、さらに

は急激な都市化の進行により、大きく変化し、子育てしている家庭の孤立化を

招くとともに、子育ての不安や負担が増大しており、それらの解消が大きな課

題となっています。 

こうした中で発生した東日本大震災（平成二十三年三月十一日に発生した東

北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以

下同じ。）は、本県の子どもと家庭を取り巻く環境に深刻かつ重大な変化をも

たらしました。 

多くの子ども達が県内外への避難を余儀なくされ、中でも母子避難による二

重生活は、家庭生活の在り方自体に影響を与えているほか、放射線の影響によ

る健康上の不安、屋外活動の制限による体験活動機会の減少など、新たな課題

を抱えることとなりました。 

これらの課題に対応し、一日も早く安心して暮らせる福島県を取り戻すため

には、本県の子育て環境の復興再生に向けた重点的な施策を迅速に展開するこ

とが重要であるとともに、人と人との絆やふるさとを愛する心を育むことが大

切です。 

幸い、本県では、厳しくも豊かな自然や地域の伝統、文化により実直で他者

を思いやる県民性がはぐくまれ、また、人づくりが地域の発展の礎との考えか

ら、いにしえより子どもの教育に地域全体で力を入れてきた歴史があります。 

例えば、江戸時代の会津藩の「什
じゆう

の掟
おきて

」は、藩校日新館に入る前の幼少の子

どもへの教えであり、うそを言ったり、弱いものをいじめたりしてはいけない

など、現代にも通じる内容が含まれており、子どもの健やかな成長を願う心と

して会津地域の人々に受け継がれています。本県における子育てを考えるとき、

大切な精神文化の一つであると思われます。 

このような歴史を有する本県において、今日、県民が安心して子どもを生み、

育てることができ、子育ての喜びや楽しみが実感できる環境を確立するために
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は、仕事と生活が調和し、子育ての基盤となる家庭が円満となるよう、家族が

互いのきずなを確かめ合い、保護者と子どもが共に育ち合うという考え方が重

要です。また、地域における人と人とのつながりを深め、行政機関はもとより、

県民、事業主、関係機関、関係団体などが相互に連携と協力をして、社会全体

で子育てをしていくことが求められています。 

そのため、福島県は、子育て支援についての基本的な考え方を明らかにし、

県民一人一人が子どもに対する深い愛情と子育てに対する使命感を持ち、県民

誰もが「子育てしやすい福島県」を実感できる社会を築くため、この条例を制

定します。 

（平二五条例七二・一部改正） 

 

（目的） 

第一条 この条例は、子育て支援に関し、基本理念を定め、県の責務並びに県

民、事業主及び保護者の役割を明らかにするとともに、子育て支援に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、子育て支援を推進し、県民が安

心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的

とします。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによります。 

一 子育て支援 県民が安心して子どもを生み、育てることができ、かつ、

子どもが心身ともに健やかに成長することができる環境の整備のための県、

市町村、県民、事業主その他子育てに関係する機関又は団体の取組をいい

ます。 

二 子ども 十八歳未満の者（婚姻により成年に達したものとみなされる者

を除きます。）をいいます。 

三 保護者 親権者、未成年後見人その他現に子どもを保護、監督する者を

いいます。 

 

（基本理念） 

第三条 子育て支援は、次に掲げる事項を踏まえて、社会全体で推進されなけ

ればなりません。 
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一 子どもの権利及び利益が尊重され、子どもが家庭や社会の一員として健

やかに成長できるよう配慮すること。 

二 家庭は子どもが育つ基盤であり、保護者が、子育てについての第一義的

責任を有するものであること。 

三 県、市町村、県民、事業主その他子育てに関係する機関又は団体が相互

に連携し、協力すること。 

四 東日本大震災により、深刻な影響を受けている本県の子育て環境の復興

再生のため、積極的に対策を進めること。 

（平二五条例七二・一部改正） 

 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」といいます。）に基

づき、子育て支援に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有し

ます。 

 

（県民及び地域社会の役割） 

第五条 県民及び地域社会を構成するものは、基本理念に基づき、子育て支援

の重要性について関心を持ち、理解を深め、県民と地域社会が一体となって、

県及び市町村が実施する子育て支援に関する施策に協力するよう努めるもの

とします。 

 

（事業主の役割） 

第六条 事業主は、基本理念に基づき、その雇用する者の仕事と生活の調和が

図られるように必要な雇用環境の整備に努めるものとします。 

２ 事業主は、県及び市町村が実施する子育て支援に関する施策に協力するよ

う努めるものとします。 

 

（保護者の役割） 

第七条 保護者は、基本理念に基づき、自らが子育てについての第一義的責任

を有するという認識の下に、深い愛情をもって子どもを健やかに育てるもの

とします。 
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（基本的施策等） 

第八条 県は、県民が安心して子どもを生み、育てることができ、かつ、子ど

もが心身ともに健やかに成長することができる環境の整備を推進するため、

次に掲げる施策を実施するものとします。 

一 子ども及び子どもを生み、育てる者の保健医療体制の充実及び健康の増

進を図ること。 

二 子どもを生み、育てる者の経済的負担の軽減を図ること。 

三 子どもを生み、育てる者に対する相談又は情報提供を行う体制の整備を

図ること。 

四 子ども及び子どもを生み、育てる者に配慮した居住環境その他の生活環

境の整備を図ること。 

五 子どもを生み、育てる者の仕事と生活の調和が図られるよう支援するこ

と。 

六 命の大切さ、子育ての意義及び子育てにおける家庭の果たす役割につい

て、教育及び啓発を行うこと。 

七 障がいのある子ども及びその家庭への支援その他の援助を必要とする子

ども及び家庭への支援を行うこと。 

八 前各号に掲げるもののほか、子育て支援に関する必要な施策 

２ 前項に規定するもののほか、県は、東日本大震災からの子育て環境の復興

再生に向けて、次に掲げる施策を実施するものとします。 

一 子どもの健康への影響に配慮し、長期にわたる健康管理及び保健医療体

制の充実を図ること。 

二 子どもの健やかな成長への影響に配慮し、子どもの活動の場等の環境整

備に努めること。 

三 子どもの日常生活への影響に配慮し、子どもの生活環境の改善に努める

こと。 

（平二五条例七二・一部改正） 

 

（基本計画の策定） 

第九条 知事は、前条各号に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するための

基本計画（以下「基本計画」といいます。）を策定しなければなりません。 

２ 基本計画は、子育て支援に関する施策の基本的事項について定めるものと

します。 
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３ 知事は、基本計画を策定し、又は変更するにあたっては、県民の意見を反

映させるために必要な措置をとるものとします。 

４ 知事は、基本計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表す

るものとします。 

 

（推進体制の整備） 

第十条 県は、子育て支援に関する施策を市町村、県民、事業主その他子育て

に関係する機関又は団体との連携の下に推進するため、必要な体制を整備す

るものとします。 

 

（財政上の措置） 

第十一条 県は、子育て支援に関する施策を推進するため、必要な財政上の措

置をとるものとします。 

 

（年次報告） 

第十二条 知事は、毎年、福島県議会に、基本計画に基づいて実施した施策に

ついて報告しなければなりません。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行します。ただし、第十二条の規定は、平成

二十三年四月一日から施行します。 

２ この条例の施行の際現に次世代育成支援対策推進法（平成十五年法律第百

二十号）第九条第一項の規定により定められている計画は、第九条第一項の

規定により定められた基本計画とみなします。 

附 則（平成二五年条例第七二号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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福島県子どもを虐待から守る条例 

令和二年三月二十四日 

福島県条例第三十号 

 

将来を担う子どもたちは、かけがえのない存在であり、全ての子どもが、幸

せな日々を送り、成長していく権利を有しており、それを守り育てていくこと

が社会全体の責務である。 

しかしながら、核家族化、地域社会における人間関係の希薄化、経済環境な

どを背景に、家庭や地域社会における養育力が低下し、子どもに対する虐待が

後を絶たない。また、本県では、東日本大震災と原発事故に伴う避難の長期化

などにより、地域のつながりや家族の在り方が変化していることを踏まえて、

子育て家庭を支援していくことが求められている。 

さらに、虐待を受けた子どもの健やかな成長を促し、将来親となったときに

子どもを温かく育むことができるような支援が必要となる。 

子どもに対する虐待は、重大な人権の侵害であり、いかなる理由があろうと

も、決して許されないことである。 

こうした認識の下、社会全体で虐待の防止に関する理解を深め、実効性のあ

る防止体制を確立させ、早期発見から再発防止を図るとともに、全ての子ども

への予防教育と虐待を受けた子どもに対する適切な援助を行い、東日本大震災

を経験した福島県であるからこそ、生命の尊さを深く認識することで、その健

やかな成長を支えることを目指し、ここにこの条例を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、子どもを虐待から守ることについて、基本理念を定め、

県、市町村、保護者、県民及び関係機関等の責務及び役割を明らかにすると

ともに、子どもを虐待から守ることに関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、もって次代の日本を担

う子どもの人権が尊重され、かつ、子どもが健やかに成長することができる

社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 
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一 子ども 十八歳に満たない者をいう。 

二 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護

するものをいう。 

三 虐待 児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号。以

下「法」という。）第二条の児童虐待をいう。 

四 関係機関等 学校、児童福祉施設、病院、婦人相談所、配偶者暴力相談

支援センター（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（平成十三年法律第三十一号）第三条第一項に規定するものをいう。）そ

の他子どもの福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、幼稚園教諭、

保育教諭、保育士、児童福祉施設の職員、医師、歯科医師、保健師、助産

師、看護師、歯科衛生士、弁護士、民生・児童委員、婦人相談所の職員、

配偶者暴力相談支援センターの職員その他子どもの福祉に職務上関係のあ

る者をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 虐待は、子どもに対する著しい人権の侵害であり、いかなる理由があ

っても許されないものであるとの認識の下に、社会全体でその防止が図られ

なければならない。 

２ 虐待防止に当たっては、子どもの生命を守ることを最優先とし、子どもの

最善の利益を考慮しなければならない。 

３ 虐待防止に関する施策及び取組は、県、県民、市町村及び関係機関等の地

域の様々な主体が相互に連携を図りながら取り組まなければならない。 

４ 虐待防止に関する施策及び取組は、子ども及び保護者を孤立させない社会

づくりを推進することが、虐待を防止する上で重要であるとの認識の下に行

われなければならない。 

 

（県の責務） 

第四条 県は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、子

どもを虐待から守ることに関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、市町村及び関係機関等が実施する虐待防止に関する施策及び取組に

ついて必要な支援を行うものとする。 
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（市町村の役割） 

第五条 市町村は、基本理念にのっとり、県及び関係機関等と連携を図りなが

ら、子どもを虐待から守ることに関する施策の推進及び必要な体制の整備に

努めるものとする。 

 

（保護者の責務等） 

第六条 保護者は、基本理念にのっとり、いかなる理由があろうとも虐待を行

ってはならない。 

２ 保護者は、子どものしつけに際して体罰を加えてはならない。 

３ 保護者は、子どもを心身ともに健やかに育成することについての第一義的

責任を有することを深く認識しなければならない。 

４ 保護者は、子育てに関する悩みがあるときは、身近な人、県、市町村若し

くは関係機関等に相談し、又は助言その他の支援を受けるなど、子どもが健

やかに成長することができるよう努めなければならない。 

 

（県民の役割等） 

第七条 県民は、基本理念にのっとり、虐待を受けたと思われる子どもを発見

した場合には、速やかに通告（法第六条第一項の規定による通告をいう。以

下同じ。）しなければならない。 

２ 県民は、基本理念にのっとり、子どもを虐待から守ることに関する理解を

深めるよう努めるものとする。 

３ 県民は、基本理念にのっとり、虐待未然防止の施策に協力し、また、子育

て中の家庭を孤立させないよう地域社会で見守る体制づくりに努めるもの

とする。 

 

（関係機関等の役割） 

第八条 関係機関等は、虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、虐待の

早期発見に努めなければならない。また、その専門的な知識及び経験を生か

し、子ども及びその保護者に対する支援を行うよう努めなければならない。 

２ 関係機関等のうち、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、歯科衛生

士その他の医療関係者は、健康診査、診療、保健指導等の機会を通じ、支援

が必要な子ども及び家庭の把握並びに虐待の予防、早期発見及び支援に努め

るものとする。 
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３ 関係機関等のうち、学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、

虐待防止のための教育又は啓発に努めなければならない。 

 

（連携及び協働） 

第九条 県は、虐待防止施策を実施するに当たっては、市町村、教育委員会、

保健所、児童相談所、警察その他の関係機関相互の緊密な連携の確保に努め

るとともに、必要に応じ、県民、関係機関等、地域において子どもを虐待か

ら守ることに関する活動に取り組む特定非営利活動法人（特定非営利活動促

進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定するものをいう。）その他

の団体の協力を求めるものとする。 

２ 県は、子どもと家庭を支援し、虐待を防止するための関係機関等の連携を

充実させるため、市町村が設置する児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十

四号）第二十五条の二第一項の要保護児童対策地域協議会の運営について、

必要な支援を行うものとする。 

３ 県は、配偶者に対する暴力による虐待を防ぐため、児童相談所、警察及び

関係機関等と連携し、安全確保を最優先に子どもと配偶者からの暴力を受け

た者を支援するものとする。 

 

（基本計画） 

第十条 知事は、子どもを虐待から守ることに関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、基本的な計画を定めるものとする。 

２ 前項の計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 子どもを虐待から守ることに関する施策についての基本的な方針 

二 子どもを虐待から守ることに関する目標 

三 妊娠期からの総合的な子育て支援に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、子どもを虐待から守ることに関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、毎年度、子どもを虐待から守ることに関する施策の実施状況につ

いて報告書を作成し、これを公表するものとする。 

４ 知事は、前項の報告書を作成するに当たっては、市町村及び関係機関等に

対し、必要な報告を求めることができる。 
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第二章 未然防止 

（未然防止） 

第十一条 県は、虐待の未然防止に資するため、子育て中の家庭に対する相談

の実施、情報の提供その他の子育て支援に関する施策を実施するものとする。 

２ 県は、市町村が母子保健に関する事業を実施するに当たって、保護者等に

対し、妊娠、出産、育児等の各段階に応じた支援を切れ目なく行うことがで

きるよう、市町村及び子育て世代包括支援センター（母子保健法（昭和四十

年法律第百四十一号）第二十二条第一項の母子健康包括支援センターをい

う。）に対する情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 県は、学校その他子どもの活動場所において、子どもに対し、子ども自身

が権利の主体であり、その権利は擁護されると認識するための人権教育及び

啓発活動並びに権利侵害に関する相談先等の情報提供を行うものとする。 

４ 県は、若年者に対し、予期しない妊娠に至らないための教育及び啓発活動

並びに妊娠及び出産に関する相談先その他の情報提供を行うものとする。 

５ 県は、医療機関及び市町村と連携し、予期しない妊娠に悩む者又は医療機

関を受診していない妊婦に対し、必要な支援及び医療を受ける機会を確保さ

せるための啓発活動及び情報提供を行うものとする。 

６ 県は、県民が安心して子育てできるよう、保護者が集い情報交換及び交流

する場の円滑な運営を支援するものとする。 

 

（啓発活動） 

第十二条 県は、子どもを虐待から守ることについて、県民の理解を深めるた

め、必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。 

２ 県は、教育機関等が実施する虐待を防止する人権教育又は啓発活動の推進

を図るため、市町村と連携し、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 子どもを虐待から守ることに関する県民の関心及び理解を深めるため、毎

年十一月を虐待防止推進月間とする。 

 

第三章 虐待の早期発見及び早期対応 

（早期発見） 

第十三条 県は、虐待を早期に発見できるよう、市町村及び関係機関等と緊密

な連携を図るものとする。 

２ 県は、虐待を受けたと思われる子どもを発見した者が通告しやすく、かつ、

虐待を受けた子ども、虐待に気付いた家族その他の者が相談しやすい環境を
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整備するものとする。 

 

（通告に係る対応等） 

第十四条 児童相談所長は、虐待に係る通告又は相談があった場合には、子ど

もの生命を守ることを最も優先して行動しなければならない。 

２ 児童相談所長は、虐待に係る通告があった場合には、直ちに当該通告の内

容に係る調査を行い、速やかに当該通告に係る子どもとの面会、面談等の方

法により、法第八条第二項に規定する安全の確認を行うための措置（以下「安

全確認措置」という。）を講ずるものとする。 

３ 児童相談所長は、虐待に係る相談があった場合には、当該相談の内容に係

る調査を行い、必要があると認めるときは、当該相談に係る子どもの安全を

確認しなければならない。 

 

（通告に係る体制の整備等） 

第十五条 県は、市町村と連携し、通告を常時受けることができる体制の整備

に努めなければならない。 

２ 県は、虐待に係る通告又は相談を行った者及び安全確認措置に協力した者

に不利益が生じないよう、必要な配慮をしなければならない。 

 

（安全の確認及び確保） 

第十六条 知事は、法第九条第一項の規定による立入調査等、法第九条の三第

一項の規定による臨検若しくは捜索又は同条第二項の規定による調査若し

くは質問に際しては、子どもの生命を守ることを最も優先し、適切に権限を

行使するとともに、必要があると認めるときは、警察署長又は市町村長に対

し、子どもの安全の確認及び確保に関し協力を求めるものとする。 

２ 児童相談所長は、安全確認措置を行おうとする場合又は法第八条第二項第

一号の規定による一時保護を行おうとし、若しくは行わせようとする場合に

おいては、子どもの生命を守ることを最も優先し、適切に権限を行使すると

ともに、必要があると認めるときは、警察署長又は市町村長に対し、子ども

の安全の確認及び確保に関し協力を求めるものとする。 

３ 保護者又は子どもと同居関係にある者は、安全確認措置に協力しなければ

ならない。 

４ 児童相談所長は、安全確認措置を講ずるに当たっては、必要に応じて、近

隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職員、住宅を管理し、又は所有する
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者その他子どもの安全の確認のために必要な者に対し、協力を求めるものと

する。 

 

（情報の共有） 

第十七条 県は、虐待の早期発見及び早期対応のため、関係する機関の相互間

における虐待に関する情報の共有を図るための連携協力体制の整備に努め

るものとする。 

 

第四章 援助、指導及び支援 

（虐待を受けた子どもに対する援助等） 

第十八条 県は、虐待を受けた子どもが安心して生活できる家庭的環境を確保

し、教育を受ける権利が侵害されないようにするとともに、当該子どもの心

身の健康の回復を図るため、当該子どもに対し、その年齢、心身の状況等を

十分考慮して、必要な援助を行うものとする。 

２ 県は、虐待を受けた子どもが健やかに成長し、将来親となったときに温か

く子どもに関わることができるよう、関係機関等と連携して取り組むものと

する。 

 

（保護者に対する支援） 

第十九条 県は、虐待を行った保護者に対し、子どもが安心できる家庭環境を

形成し、再び虐待を行うことがないよう、市町村及び関係機関等と連携し、

必要な指導、支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（医療機関との連携協力体制の整備） 

第二十条 県は、虐待を受けた子どもがその状態に応じた適切な医療を受ける

ことができるよう、医療機関との連携協力体制の整備に努めるものとする。 

 

（社会的養護の充実等） 

第二十一条 県は、虐待を受けた子どもに対する社会的養護の充実を図るため、

乳児院、児童養護施設等の確保並びにこれらの施設における家庭的な養育環

境の整備、より専門的で高度な受け入れ体制の整備及び施設職員の資質向上

に取り組むものとする。 

２ 県は、家庭的養護を推進するため、里親制度の普及啓発を図るとともに、

養育里親又は専門里親の養成、専門知識を高める研修等を通して、里親によ
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る養育の充実等に努めるものとする。 

 

（児童相談所の体制強化） 

第二十二条 県は、子どもを虐待から守ることに関する施策の推進を図るため、

いかなる状況にあっても、子どもの危機的状況に迅速に対応できるよう、各

児童相談所の管轄区域における人口、児童虐待相談対応件数、交通事情等を

踏まえ、児童福祉司その他の専門的知識を有する職員を手厚く配置し、児童

相談所の体制を強化するものとする。 

２ 県は、児童相談所を利用する子ども及び保護者が安心して相談できるとと

もに、一時保護された子どもが安らぎ癒やされるよう、施設等環境の整備に

努めるものとする。 

 

（子ども自身による安全確保への支援） 

第二十三条 県は、子どもが虐待から自らの心身の安全を確保できるようにす

るため、市町村及び関係機関等と連携し、子どもに対し、教育、情報の提供そ

の他の必要な支援を行うものとする。 

 

（自立支援の充実） 

第二十四条 県は、児童福祉法第二十七条第一項第三号の規定により、里親へ

の委託、児童養護施設への入所その他の措置を講じた場合において、これら

の措置を受けた者に対し、円滑に社会で自立することができるよう、必要な

支援を行うものとする。 

 

第五章 人材の育成等 

（人材の育成） 

第二十五条 県は、県、市町村及び関係機関等における子どもを虐待から守る

ことに寄与する人材に対し、その育成を図るため、専門的な知識及び技術の

習得の研修を行うとともに、当該者の心身の健康の保持に努めるものとする。 

２ 県は、地域における子どもを虐待から守ることに関する活動を促進するた

め、市町村及び関係機関等と連携し、地域において子育てに関する支援及び

子どもを虐待から守ることに関する活動に取り組む団体等の育成に努める

ものとする。 
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（調査研究） 

第二十六条 県は、子どもを虐待から守る施策及び取組を効果的に推進するた

めの方策について調査研究を行うものとする。 

 

第六章 雑則 

（財政上の措置） 

第二十七条 県は、子どもを虐待から守ることに関する施策を推進するため必

要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、令和二年四月一日から施行する。 

 

 

 

 

 

 


